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は じ め に

平成 年別海町産業連関表を発刊いたします。

別海町は北海道の東部に位置し、総面積約 平方キロメートルと広大な面積を有し、

ラムサール条約登録湿地である野付半島・野付湾・風蓮湖などの世界的にも貴重な自然に恵

まれた土地であります。また、「生乳生産量日本一」を誇る酪農資源、北海シマエビ、ホタテ、

西別鮭など豊かな水産資源にも恵まれ、こうした資源を活かした産業活動が行われています。

本書は、当町における平成 年一年間に行われた財・サービスの取引状況を一覧表にまと

めた「産業連関表」を作成し、経済構造の分析等を行った結果をまとめたものです。

「産業連関表」は、特定地域内の経済構造や産業相互間の依存関係を総合的に把握・分析

できることはもとより、特定施策による経済波及効果の測定等にも利用されているものであ

り、行政機関、大学、研究機関等における経済分析をはじめとして、広くご活用いただけれ

ば幸いに存じます。

おわりに、本書の発刊にあたり、貴重な資料の提供ならびに格別なるご協力をいただきま

した釧路公立大学地域経済研究センターをはじめ関係各位に厚く御礼申し上げます。

平成 年 月

別海町長 曽 根 興 三

 
  



ご利用にあたって

１．本書は、別海町における平成 年一年間に行われた財・サービスの取引状況を一覧表に

まとめた「産業連関表」と、産業連関表を用いた別海町の経済構造の分析結果等をまとめ

たものです。

２．表中の数値は端数処理されているため、内訳の計と合計が一致しない場合があります。

３．本書の収録内容につきましては、別海町ホームページにも掲載しております。 

別海町ホームページ（「産業/ビジネス/入札」）アドレス

 

（「中小企業振興」欄に掲載していますので、ご覧ください。）
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第１章 産業連関表の概要 
 
 
１．産業連関表の意義 

 
（１）産業連関表とは 

経済を構成する様々な産業は、相互に結びつきながら生産活動を行っています。ある産業は、

財・サービスを生産し他の産業に販売して収入を得る一方で、その財・サービスを生産するた

めに他の産業から財・サービスを購入しています。消費者も、雇用者や事業主として生産活動

に関わり、そこで得た収入で財・サービスを購入すること等で様々な産業と結びついています。 
産業連関表は、一定地域において一定期間（ 年間）に行われた財・サービスの産業間の取

引、産業と家計などの最終消費者との取引、他地域との取引等の関係を一つの表にまとめたも

のであり、地域経済循環の見取図といえます。 
なお、産業連関表は、基本となる取引基本表とこれから導き出される各種係数表の総称です。 

 
（２）産業連関表の活用 

取引基本表の計数をそのまま読み解くことによって、また取引基本表から算出される各種係

数等を用いて分析を行うことによって、以下のとおり、対象年次の経済構造や産業相互間の依

存関係の総合的な把握・分析、経済政策等の効果測定、経済の予測等に活用することが可能と

なります。 
 
① 経済構造の分析

産業連関表対象年次における生産の状況、産業別の生産物の費用構成、生産物の販路構成、

輸移出入の状況など、地域の経済構造の特徴を明らかにすることができます。 
 

② 経済政策等の効果測定

取引基本表から算出される逆行列係数を用いて、最終需要や生産額の変化が各産業にどのよ

うな影響を与えるかを分析することで、公共投資、イベント開催、その他経済政策等の経済波

及効果を測定することができます。 
 
③ 経済の予測

取引基本表から算出される投入係数、逆行列係数などの各種係数によって、投資や消費の増

加などの最終需要の変化が、財・サービスの生産や輸移入にどのような影響を及ぼすかを計量

的に明らかにし、経済に関する各種計画や将来予測の作成に用いることができます。 
 

２．取引基本表 

 
産業連関表は、前記のとおり、取引基本表と各種係数表により構成されています。このうち取

引基本表は、産業連関表の基本となるものです。 



 

 
 

（１）取引基本表の構造 

各産業が、財・サービスを生産するために、原材料、燃料、労働力などの生産要素を購入し

使用することを「投入（input）」といいます。一方、各産業で生産された財・サービスが、他

の産業の生産活動、家計消費、輸移出などの用途に供給されることを「産出（output）」といい

ます。 
取引基本表は、図－ のような構造となっており、表をタテ（列）方向にみることで、ある

産業が生産活動を行うために各産業から原材料などをどれだけ購入したか、生産によって得ら

れた雇用者所得や営業余剰などの粗付加価値はどのくらいかといった「投入」の費用構成がわ

かります。一方、表をヨコ（行）方向にみることで、ある産業の生産物が各産業にどれだけ販

売されたか、家計消費、投資、輸移出などの最終需要にどれだけ向けられたかといった「産出」

の販路構成がわかります。 
このように産業連関表は、「投入」と「産出」の関係が同時に つの表で読み取れるよう、行

列（マトリックス）形式で表されていることから、「投入産出表（input-output table：I-O 表）」

とも呼ばれています。 
また、図－ の「中間需要」と「中間投入」の枠に囲まれる部分は、財・サービスが原材料

や燃料などの中間生産物として産業間で取引される部分を示し、「内生部門」と呼ばれます。一

方、消費や輸移出などの最終生産物として用いられる「最終需要」と雇用者所得や営業余剰な

どの「粗付加価値」は、産業連関の理論モデルから外れるという意味で「外生部門」と呼ばれ

ます。 
なお、投入額計と産出額計は一致し、各産業部門の生産額と等しくなります。 

 
図－ 取引基本表の構造
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（２）取引基本表の見方 

次に、表－ の取引基本表の例をもとに、表の具体的な見方について説明していきます。 
表をタテ（列）方向にみると、製造業部門は、漁業部門から 万円、製造業部門から 万

円、サービス業部門から 万円の財・サービスを原材料として購入し、これを加工すること

によって 万円の粗付加価値を加え、 万円分の生産を行っていることがわかります。この

タテ（列）の関係を式に表すと、次のようになります。

 
中間投入額 ＋ 粗付加価値額 ＝ 生産額

 
一方、表をヨコ（行）方向にみると、製造業部門で生産された 万円分の生産物は、原材

料等として漁業部門に 万円、製造業部門に 万円、サービス業部門に 万円販売され、

残りの 万円は消費や輸移出※などの最終需要部門に販売されていることがわかります。この

ヨコ（行）の関係を式に表すと、次のようになります。

 
中間需要額 ＋ 最終需要額 － 輸移入※ ＝ 生産額

 
産業部門別の生産額は、タテ（列）の合計値とヨコ（行）の合計値であり、これらの値は等

しくなります。これは、産業連関表（取引基本表）においては、需要額合計と供給額合計が一

致することを示しています。 
 
※輸移出、輸移入の定義は付表－２「用語解説」を参照して下さい。 

 
表－ 取引基本表の例

（単位：万円） 
需要部門 中間需要 最終需要
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３．各種係数表 

 
産業連関表を構成する各種係数表には、投入係数表、逆行列係数表、生産誘発額（生産誘発係

数）表等がありますが、ここでは投入係数表と逆行列係数表について説明します（その他の係数

表と逆行列係数の詳細については、付表－３を参照して下さい）。 
 
（１）投入係数表 

「投入係数」とは、ある産業が財・サービスを 単位生産するために必要な、各産業からの

原材料など投入額の割合（構成比）を示す係数です。取引基本表をタテ方向にみて、各産業等

からの投入額を生産額で除すことによって求められます。 
 

その産業に対する各産業等からの投入額 ／ その産業の生産額 ＝ 投入係数

 
「投入係数」を産業部門ごとに算出し一覧表にまとめたものを「投入係数表」といい、これ

をみることによって、各産業部門の生産構造を把握することができます。 
表－ の取引基本表をもとに、投入係数表を作成すると表－ になります。 

 
表－ 投入係数表の例

 漁 業 製 造 業 サービス業 
漁 業 
製 造 業 
サービス業 
粗付加価値 
生 産 額 

 
（２）逆行列係数表 

すべての産業は需要を満たすために生産活動を行っていますが、前記のとおり需要は生産活

動に必要な中間需要と家計消費や企業の投資などの最終需要に分けられます。中間需要に向け

られた生産物は、原材料となって新たな生産物となり、さらにその生産物が次の段階の中間需

要として原材料になります。これを繰り返していくことで、最終的には最終需要に向けられる

生産物となります。すなわち、最終的にはすべての生産活動が最終需要を満たすために行われ、

最終需要が生産活動を呼び起こしていると考えることができます。 
「逆行列係数」とは、ある産業の最終需要が 単位増加したとき、それを満たすために直接・

間接的にどのくらいの生産が誘発されるかを示す係数であり、逆行列係数を産業部門ごとに一

覧表にまとめたものが「逆行列係数表」です。 
表－ の例で説明すると、漁業部門の最終需要が 単位増加した場合、直接的には漁業部門

の生産を 単位増加させなければなりませんが、そのためには漁業部門への原材料投入も増加

させる必要があり、間接的に漁業部門へ原材料を供給している製造業部門、サービス業部門の

生産も増加させる必要があります。さらに、製造業部門、サービス業部門の生産を増加させる

には…と生産の波及が続いていくことになり、その最終的な総和が「逆行列係数」となります。 



 

 
 

３．各種係数表 

 
産業連関表を構成する各種係数表には、投入係数表、逆行列係数表、生産誘発額（生産誘発係

数）表等がありますが、ここでは投入係数表と逆行列係数表について説明します（その他の係数

表と逆行列係数の詳細については、付表－３を参照して下さい）。 
 
（１）投入係数表 

「投入係数」とは、ある産業が財・サービスを 単位生産するために必要な、各産業からの

原材料など投入額の割合（構成比）を示す係数です。取引基本表をタテ方向にみて、各産業等

からの投入額を生産額で除すことによって求められます。 
 

その産業に対する各産業等からの投入額 ／ その産業の生産額 ＝ 投入係数

 
「投入係数」を産業部門ごとに算出し一覧表にまとめたものを「投入係数表」といい、これ

をみることによって、各産業部門の生産構造を把握することができます。 
表－ の取引基本表をもとに、投入係数表を作成すると表－ になります。 

 
表－ 投入係数表の例

 漁 業 製 造 業 サービス業 
漁 業 
製 造 業 
サービス業 
粗付加価値 
生 産 額 

 
（２）逆行列係数表 

すべての産業は需要を満たすために生産活動を行っていますが、前記のとおり需要は生産活

動に必要な中間需要と家計消費や企業の投資などの最終需要に分けられます。中間需要に向け

られた生産物は、原材料となって新たな生産物となり、さらにその生産物が次の段階の中間需

要として原材料になります。これを繰り返していくことで、最終的には最終需要に向けられる

生産物となります。すなわち、最終的にはすべての生産活動が最終需要を満たすために行われ、

最終需要が生産活動を呼び起こしていると考えることができます。 
「逆行列係数」とは、ある産業の最終需要が 単位増加したとき、それを満たすために直接・

間接的にどのくらいの生産が誘発されるかを示す係数であり、逆行列係数を産業部門ごとに一

覧表にまとめたものが「逆行列係数表」です。 
表－ の例で説明すると、漁業部門の最終需要が 単位増加した場合、直接的には漁業部門

の生産を 単位増加させなければなりませんが、そのためには漁業部門への原材料投入も増加

させる必要があり、間接的に漁業部門へ原材料を供給している製造業部門、サービス業部門の

生産も増加させる必要があります。さらに、製造業部門、サービス業部門の生産を増加させる

には…と生産の波及が続いていくことになり、その最終的な総和が「逆行列係数」となります。 

 

 
 

この「逆行列係数」をあらかじめ計算しておくと、町内の最終需要額が与えられれば、それ

によって町内の生産額がどれだけ誘発されるかを容易に求めることができます。この「逆行列

係数」を産業部門ごとに一覧できるように表形式にしてまとめた「逆行列係数表」が表－ に

なります。

表－ 逆行列係数表の例

 漁 業 製 造 業 サービス業 行 和 
漁 業 
製 造 業 
サービス業 
列 和 

この「逆行列係数表」を産業ごとにタテ（列）方向にみると、どの産業にどれだけ生産波及

効果を与えるかがわかります。そして、タテの合計（列和）が、ある産業の最終需要が 単位

増加したとき、それを満たすために、直接・間接的にどのくらいの生産が誘発されるのかを示

しています。

なお、本町の産業連関表における「逆行列係数」は、町外からの輸移入も考慮した I－ΓA

型を採用しています。

これらの詳細は付表－３の「参考」を参照して下さい。

 



 

 
 

第２章 平成 年別海町産業連関表作成の概要 
 
 
１．作成目的 

 
別海町では、「別海町中小企業振興基本条例」（平成 年 月）や「別海町中小企業振興『行

動指針』」（平成 年 月、 年 月改正）を施行・策定し、行政、事業所、経済団体及び町

民が連携し、中小企業の振興を通じた町の活性化に努めています。 
今後、さらなる活性化を図る基礎として、町の産業構造の把握、『行動指針』で示されている

地域内再投資力の強化をはじめとする経済政策の効果の分析等に活用するため、今般、町とし

てはじめて「別海町産業連関表」を作成したものです。 
 
２．作成上の基本的事項 

 
（１）作成方法

本表は、別海町内の事業所に対して実施したアンケート調査・ヒアリング調査をベースとし、

「平成 年経済センサス－活動調査」、「平成 年経済センサス－基礎調査」、「平成 年北海

道産業連関表（北海道開発局）」及び別海町の既存統計資料等を参考にしつつ、推計を行ってい

ます。

（２）対象年次

平成 年（暦年）

（３）部門分類

生産額等の推計は、平成 年において別海町内で生産活動を行っている産業 部門につい

て行い、それを 部門に統合しています。

 
（４）表のモデル

地域内競争輸移入型としています。 
 

（５）価格評価

生産者価格評価としています。 
 

（６）逆行列の型

逆行列係数は、 I－ΓA としています｡

Γ＝I－M

（I：単位行列、A：投入係数行列、M：輸移入係数対角行列）

  

^ 

^ 
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３．作成方法 

 
本表の作成方法は以下のとおりです。 

 
① アンケート調査・ヒアリング調査の実施

北海道中小企業家同友会くしろ支部別海地区会、別海町商工会及び大地みらい信用金庫別

海支店と連携し、別海町に事業所を有する企業等に対するアンケート調査（対象数 事業

所、回収数 事業所、回収率 ％）とヒアリング調査（ 事業所）を実施。

※詳細は付表－４を参照して下さい。

② 基礎資料の収集

③ 生産額の推計

④ 粗付加価値額、最終需要額の推計

⑤ 輸移出入額の推計

⑥ 投入額（列）の推計

⑦ 産出額（行）の推計

⑧ 投入・産出のバランス調整 ⇒ 取引基本表の作成

⑨ 各種係数表の作成

図－ 平成 年別海町産業連関表の作成フロー

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・粗付加価値額 
・最終需要額 

・輸移出入額 

町内事業所に対するアンケー

ト調査・ヒアリング調査 

平成 年北海道産業連関表

（北海道開発局） 

・投入額（列）及び産出額（行）の推計 
・投入・産出のバランスの調整 
 

取引基本表の作成 

・経済センサス-活動調査 
・経済センサス-基礎調査 
・別海町統計書 
・各農業協同組合資料 
・各漁業協同組合資料 
・工業統計調査 
・商業統計調査 
・国勢調査 
・その他別海町関連資料 

各種係数表の作成 

・生産額 

平成 年別海町産業連関表 



 

 
 

 
第３章 産業連関表からみた別海町経済の構造 

 
 
１．取引基本表からみた経済構造 

 
（１）総供給と総需要 

平成 年の別海町における財・サービスの流れを産業連関表でみると、図－ のとおりです。

まず、供給側からみると、財・サービスの「総供給」は 億円で、その内訳は町内で生

産された財・サービス（「町内生産」）が 億円（総供給の ％）、「輸移入」により供給

された財・サービスが 億円（ ％）になります。

町内で生産された財・サービスである「町内生産」に対する投入構造をみると、原材料や燃

料等として投入された「中間投入」が 億円（中間投入率： ％）、「粗付加価値」への投

入が 億円（粗付加価値率： ％）となっています。なお、「粗付加価値」の内訳をみると、

雇用者所得が 億円（粗付加価値額全体の ％）、営業余剰が 億円（ ％）、資本減

耗引当が 億円（ ％）等となっています。

次に、需要側からみると、財・サービスの「総需要」 億円のうち、原材料や燃料など「中

間需要」に向けられたのが 億円（総需要の ％）、「町内最終需要」に向けられたのが

億円（ ％）、「輸移出」に向けられたのが 億円（ ％）となっています。

以上のことを式に表すと次のとおりです。

総供給 億円

＝ 町内生産 億円 ＋ 輸移入 億円

総需要 億円

＝ 中間需要 億円 ＋ 町内最終需要 億円 ＋ 輸移出 億円

＝ 町内需要 億円 ＋ 輸移出 億円

町内生産 億円

＝ 中間投入 億円 ＋ 粗付加価値 億円

＝ 町内需要 億円 ＋ 輸移出 億円 － 輸移入 億円
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図－ 平成 年別海町産業連関表における財・サービスの流れ

（注）消 費 ：家計外消費支出、民間消費支出及び一般政府消費支出

投 資 ：総固定資本形成及び在庫純増
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（２）町内生産額 

平成 年の町内生産額は、表－ のとおり、 億円です。

町内生産は、第１次産業で 億円（ ％）、第２次産業で 億円（ ％）、第３次産業

で 億円（ ％）と、第２次産業の割合がやや大きくなっています。

町内生産を産業別に 部門に分けてみると、生産額の大きいものから順に、製造業 億円

（ ％）、農業 億円（ ％）、サービス業 億円（ ％）となっています。

次に、特化係数という指標を用いて、北海道内の生産構造と比較した本町の特徴をみていき

ます。特化係数とは、町内のある産業の生産額の構成比を北海道の当該産業の構成比で除すこ

とによって求める係数で、その値が を超えると本町における当該産業のウエイトが北海道よ

り高いことを示し、 に満たなければその産業のウエイトが北海道より低いことを示します。

本町では、農業（ ）と漁業（ ）が著しく高く、製造業（ ）のウエイトも高くなっ

ています。他方、運輸・通信業（ ）、鉱業（ ）、金融・保険業（ ）、サービス業（ ）、

商業（ ）と、主に第３次産業のウエイトが低いことがわかります（表－ ）。

 
表－ 町内生産額の構成（ 部門）

 
 
 
  

　　　（単位：百万円、％）

e．生産額の
道内シェア

a．別海町 b．北海道 c．別海町 d．北海道 ×

第１次産業

農業

林業

漁業

第２次産業

鉱業

製造業

建設業

第３次産業

電力・ガス・水道・廃棄物処理業

商業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

公務

サービス業

f．特化係数構成比

総　額

部門名
生産額
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（３）中間投入と粗付加価値 

町内で生産された財・サービス（町内生産）に対する投入構造を、「中間投入」と「粗付加価

値」からみていきます。 
 
① 中間投入

各産業が生産活動を行うために投入する原材料や燃料等の「中間投入」額は、平成 年で

億円であり、町内生産額の ％（＝中間投入率）を占めています（表－ ）。

中間投入率を産業別に 部門に分けてみると、表－ のとおり、最も高いのが飼料・肥料

（ ％）で、続いて水産食料品（ ％）、畜産食料品（ ％）と第２次産業が上位を占め

ています。一方、中間投入率が最も低いのは不動産（ ％）であり、教育・研究（ ％）、

社会保障（ ％）、卸売業（ ％）など第３次産業が下位に位置しています。

 
② 粗付加価値

生産活動によって新たに付加された価値である「粗付加価値」額は、雇用者所得、営業余剰、

資本減耗引当等によって構成されますが、平成 年で 億円あり、町内生産額の ％（＝

粗付加価値率）と、北海道より ％ポイントも下回る水準となっています（表－ ）。

粗付加価値額の項目別構成をみると、表－ のとおり、雇用者所得が 億円（粗付加価値

額全体の ％）、資本減耗引当が 億円（ ％）、営業余剰が 億円（ ％）となって

います。この構成比を北海道と比較すると、雇用者所得で ％ポイント、営業余剰で ％ポ

イント下回る一方、資本減耗引当は ％ポイント上回っています。

 

表－ 中間投入額と粗付加価値額の構成（ 部門）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円、％）

別海町 北海道 別海町 北海道 別海町 北海道 別海町 北海道

第１次産業

農業

林業

漁業

第２次産業

鉱業

製造業

建設業

第３次産業

電力・ガス・水道・廃棄物処理業

商業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

公務

サービス業

粗付加価値額 粗付加価値率

総　額

中間投入額 中間投入率
部門名



 

 
 

表－ 中間投入率の上位・下位 部門

 
 
 
表－ 粗付加価値額の項目別構成 

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

飼料・肥料 不動産

水産食料品 教育・研究　　　　　

畜産食料品 社会保障

その他の製造工業製品 卸売業

石油・石炭製品 金融・保険

その他の飲食料品 公務

自動車整備 対個人サービス

農業 その他の公共サービス

飲食 小売業

窯業・土石製品　　 医療・保健

上　位 下　位

　　　　　　　（単位：百万円、％）

粗付加価値額の

道内シェア

別海町 北海道 別海町 北海道 別海町／道

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値計

粗付加価値額 構成比



 

 
 

表－ 中間投入率の上位・下位 部門

 
 
 
表－ 粗付加価値額の項目別構成 

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

飼料・肥料 不動産

水産食料品 教育・研究　　　　　

畜産食料品 社会保障

その他の製造工業製品 卸売業

石油・石炭製品 金融・保険

その他の飲食料品 公務

自動車整備 対個人サービス

農業 その他の公共サービス

飲食 小売業

窯業・土石製品　　 医療・保健

上　位 下　位

　　　　　　　（単位：百万円、％）

粗付加価値額の

道内シェア

別海町 北海道 別海町 北海道 別海町／道

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値計

粗付加価値額 構成比

 

 
 

（４）中間需要と最終需要 

次に、別海町における財・サービスの需要動向を、「中間需要」と「最終需要」からみていき

ます。 
 
① 中間需要

各産業の生産活動に必要な原材料等として供給された「中間需要」は、平成 年で 億

円であり、総需要額の ％（＝中間需要率）を占めています。これは、北海道と比較して ％

ポイント上回っています（表－ ）。

中間需要率を産業別に 部門に分けてみると、表－ のとおり、最も高いのが印刷・製版・

製本（ ％）で、窯業・土石製品（ ％）、飼料・肥料（ ％）が続いています。他方、

公務や宿泊は中間需要がなく、全てが最終需要となっています。

 
② 最終需要

生産活動に再投入されず最終的に需要される「最終需要」は、「町内最終需要」（家計外消費

支出、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的及び民間）、在庫純増）と「輸

移出」によって構成されます。平成 年の「最終需要」額は 億円であり、町の総需要額

の ％（＝最終需要率）を占め、北海道より ％ポイント下回っています（表－ ）。

最終需要額の項目別構成をみると、表－ のとおり、輸移出 億円（全体の ％）が過

半を占め、これに民間消費支出 億円（ ％）、一般政府消費支出 億円（ ％）が続

いています。この構成比を北海道と比較すると、輸移出が ％ポイントも上回る一方、民間

消費支出では ％ポイント、一般政府消費支出では ％ポイント下回っています。

表－ 中間需要額と最終需要額の構成（ 部門）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円、％）

別海町 北海道 別海町 北海道 別海町 北海道 別海町 北海道

第１次産業

農業

林業

漁業

第２次産業

鉱業
製造業
建設業

第３次産業

電力・ガス・水道・廃棄物処理業

商業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

公務

サービス業

最終需要額 最終需要率
部門名

中間需要額 中間需要率

総　額



 

 
 

表－ 中間需要率の上位・下位 部門

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－ 最終需要額の項目別構成

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

　　　　　　（単位：百万円、％）

最終需要額の

道内シェア

別海町 北海道 別海町 北海道 別海町／道

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

最終需要額 構成比

町内最終需要額

輸移出

最終需要計

     　　　　　　　       　　 （単位：％）

印刷・製版・製本 公務

窯業・土石製品　　 宿泊

飼料・肥料 社会保障

製材・家具 医療・保健

対事業所サービス 飲食

鉱業 畜産食料品

自動車整備 建築・土木

石油・石炭製品 対個人サービス

運輸 不動産

金属製品　　　　　　 水産食料品

上　位 下　位



 

 
 

表－ 中間需要率の上位・下位 部門

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－ 最終需要額の項目別構成

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

　　　　　　（単位：百万円、％）

最終需要額の

道内シェア

別海町 北海道 別海町 北海道 別海町／道

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

最終需要額 構成比

町内最終需要額

輸移出

最終需要計

     　　　　　　　       　　 （単位：％）

印刷・製版・製本 公務

窯業・土石製品　　 宿泊

飼料・肥料 社会保障

製材・家具 医療・保健

対事業所サービス 飲食

鉱業 畜産食料品

自動車整備 建築・土木

石油・石炭製品 対個人サービス

運輸 不動産

金属製品　　　　　　 水産食料品

上　位 下　位

 

 
 

（５）中間需要と中間投入 

各産業間では、需要と供給を通じて密接な相互依存関係が成立しています。中間需要率と中

間投入率を組み合わせることにより、各産業部門を つのグループに分類し、その特徴をみて

いくと以下のとおりです（図－ ）。 

① 中間財的産業（中間需要率≧ ％、中間投入率≧ ％）

他の産業から多くの原材料を購入して生産を行い、その生産物の多くを他の産業に販売して

いる産業であり、飼料・肥料、窯業・土石製品、製材・家具、自動車整備、石油・石炭製品、

鉱業等が属しています。 
 

② 最終需要財的産業（中間需要率＜ ％、中間投入率≧ ％）

他の産業から多くの原材料を購入して生産を行い、その生産物の多くを消費や投資、輸移出

などの最終需要に向けて販売している産業であり、畜産食料品、水産食料品、飲食、宿泊、建

築・土木、林業が属しています。 
 

③ 最終需要財的基礎産業（中間需要率＜ ％、中間投入率＜ ％）

生産活動において原材料の投入が少なく、その生産物の多くを消費や投資、輸移出などの最

終需要に向けて販売している産業であり、社会保障、不動産、公務、教育・研究、医療・保健、

対個人サービス、小売業等が属しています。 
 

④ 中間財的基礎産業（中間需要率≧ ％、中間投入率＜ ％）

生産活動において原材料の投入が少なく、その生産物の多くを他の産業に販売している産業

であり、対事業所サービス、印刷・製版・製本、運輸、卸売業、金融・保険、漁業が属してい

ます。 
 
  



 

 
 

図－ 中間需要率と中間投入率からみた産業の分類
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図－ 中間需要率と中間投入率からみた産業の分類
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２．各種係数表からみた経済構造 

 
（１）最終需要と生産 

産業連関表では、すべての生産活動は最終需要を満たすために行われている、換言すればす

べての生産は最終需要によって誘発されると考えられており、最終需要の各項目によって直

接・間接に誘発された町内生産額を生産誘発額といいます。したがって、本町における平成

年の町内生産額 億円は、最終需要 億円を満たすために誘発された生産額と言うこと

ができます。

生産誘発額に占める最終需要項目別の構成比を生産誘発依存度といい、どの最終需要項目に

よってどれだけ生産が誘発されたかの割合を示しています。本町においては、表－ のとおり、

輸移出が ％（生産誘発額： 億円）と最も大きく、一般政府消費支出が ％（ 億

円）、民間消費支出が ％（ 億円）と続いています。

また、各産業部門がどの最終需要から最も生産の誘発を受けているかによって、各産業部門

を「消費依存型」、「投資依存型」、「輸移出依存型」に分類することで、経済構造を把握するこ

ともできます。生産誘発依存度を産業別に 部門に分けて本町の状況をみると、消費により最

も生産の誘発を受ける「消費依存型」の産業は公務（ ％）、対個人サービス（ ％）、教

育・研究（ ％）、不動産（ ％）等、投資により最も生産の誘発を受ける「投資依存型」

の産業は建築・土木（ ％）、窯業・土石製品（ ％）、鉱業（ ％）等、輸移出により最

も生産誘発を受ける「輸移出依存型」の産業は畜産食料品（ ％）、宿泊（ ％）、水産食料

品（ ％）、漁業（ ％）、農業（ ％）等となります（表－ ）。

次に、ある最終需要項目が 単位増加した場合に各産業部門の生産額がどの程度増加するか

を示す生産誘発係数についてみると、最終需要項目別では、輸移出（ ）、総固定資本形成

（公的）（ ）が各産業の生産を誘発していることがわかります（表－ ）。

これを産業別に 部門に分けてみると、民間消費支出が増加すると不動産（ ）、小売業

（ ）、対個人サービス（ ）等が、一般政府消費支出が増加すると公務（ ）、教育・

研究（ ）、医療・保健（ ）等が、輸移出が増加すると畜産食料品（ ）、農業（ ）、

水産食料品（ ）等の生産が増えるものとなっています（表－ ）。



 

 
 

表－ 最終需要項目別生産誘発額、生産誘発依存度、生産誘発係数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－ 最終需要項目の生産誘発依存度からみた産業類型

－ 消費依存型（消費依存度 ％以上）

 
 
 
 
 
 
 
－ 投資依存型（投資依存度 ％以上）

 
 
 
 
 
－ 輸移出依存型（輸移出依存度 ％以上）

 
 
 
 
 

 
 
表－ 最終需要項目別生産誘発係数の上位 部門

 
  

最終需要項目
生産誘発額
（百万円）

生産誘発依存度
（％）

生産誘発係数

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

輸移出

最終需要項目計

　　    　（単位：％）

依存度

輸移出

畜産食料品
宿泊
水産食料品
漁業
農業

部門名

　　    　（単位：％）

総固定資本形成 在庫純増 合計

建築・土木
窯業・土石製品　　
鉱業

部門名
依　存　度

　　　（単位：％）

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出 合計

公務

対個人サービス

教育・研究　　　　　

不動産

社会保障
医療・保健
飲食

依　存　度
部門名

不動産 公務 畜産食料品 畜産食料品

小売業 教育・研究　　　　　 農業 農業

対個人サービス 医療・保健 水産食料品 水産食料品

教育・研究　　　　　 社会保障 漁業 公務

金融・保険
電力・ガス・熱供給・水道・

廃棄物処理 飼料・肥料 建築・土木

最終需要計民間消費支出 一般政府消費支出 輸移出



 

 
 

表－ 最終需要項目別生産誘発額、生産誘発依存度、生産誘発係数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－ 最終需要項目の生産誘発依存度からみた産業類型

－ 消費依存型（消費依存度 ％以上）

 
 
 
 
 
 
 

－ 投資依存型（投資依存度 ％以上）

 
 
 
 
 

－ 輸移出依存型（輸移出依存度 ％以上）

 
 
 
 
 

 
 
表－ 最終需要項目別生産誘発係数の上位 部門

 
  

最終需要項目
生産誘発額
（百万円）

生産誘発依存度
（％）

生産誘発係数

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

輸移出

最終需要項目計

　　    　（単位：％）

依存度

輸移出

畜産食料品
宿泊
水産食料品
漁業
農業

部門名

　　    　（単位：％）

総固定資本形成 在庫純増 合計

建築・土木
窯業・土石製品　　
鉱業

部門名
依　存　度

　　　（単位：％）

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出 合計

公務

対個人サービス

教育・研究　　　　　

不動産

社会保障
医療・保健
飲食

依　存　度
部門名

不動産 公務 畜産食料品 畜産食料品

小売業 教育・研究　　　　　 農業 農業

対個人サービス 医療・保健 水産食料品 水産食料品

教育・研究　　　　　 社会保障 漁業 公務

金融・保険
電力・ガス・熱供給・水道・

廃棄物処理 飼料・肥料 建築・土木

最終需要計民間消費支出 一般政府消費支出 輸移出

 

 
 

（２）最終需要と粗付加価値 

最終需要によって町内生産が誘発されると、それに伴って粗付加価値も誘発されることにな

ります。最終需要の各項目によって誘発された粗付加価値額を粗付加価値誘発額といい、粗付

加価値誘発額に占める最終需要項目別の構成比、すなわち、どの最終需要項目によりどれだけ

の粗付加価値が誘発されたかを示す割合を粗付加価値誘発依存度といいます。

この粗付加価値誘発額を最終需要項目別にみると、輸移出が 億円（粗付加価値誘発依存

度： ％）と最も大きく、一般政府消費支出が 億円（ ％）、民間消費支出が 億円

（ ％）と続いています。

また、最終需要項目が 単位増加した場合における各産業部門の粗付加価値額の増加割合を

示す粗付加価値誘発係数をみると、輸移出（ ）、一般政府消費支出（ ）、総固定資本形

成（公的）（ ）等で、各産業の粗付加価値を増やしていることがわかります（表－ ）。

表－ 最終需要項目別粗付加価値誘発額、粗付加価値誘発依存度、粗付加価値誘発係数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）最終需要と輸移入 

最終需要は町内の生産ですべて賄われるわけではなく、その一部は町外からの輸移入に依存

しています。したがって、輸移入もまた最終需要によって誘発されることになります。最終需

要の各項目によって誘発された輸移入額を輸移入誘発額といい、輸移入誘発額に占める最終需

要項目別の構成比を輸移入誘発依存度といいます。

この輸移入誘発額を最終需要項目別にみると、輸移出が 億円（輸移入誘発依存度： ％）、

民間消費支出が 億円（ ％）と、この２つの最終需要項目で４分の３に達する輸移入が

誘発されています。

また、最終需要項目が 単位増加した場合における各産業部門の輸移入額の増加割合を示す

輸移入誘発係数をみると、家計外消費支出（ ）が最も大きく、次いで民間消費支出（ ）、

総固定資本形成（民間）（ ）となっています（在庫純増を除く）（表－ ）。

最終需要項目
粗付加価値誘発額

（百万円）
粗付加価値誘発依存度

（％）
粗付加価値誘発係数

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

輸移出

最終需要項目計



 

 
 

表－ 最終需要項目別輸移入誘発額、輸移入誘発依存度、輸移入誘発係数

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）生産波及効果 

逆行列係数は、ある産業の最終需要が 単位増加した場合、それを満たすために直接・間接

的にどのくらいの生産が誘発されるのかを示す係数であり、それを産業部門毎にタテに合計し

た列和は、ある産業の最終需要が 単位増加した場合にその産業全体でどの程度生産を誘発し

たかという生産波及効果を表します。 
 
表－ 生産波及効果（逆行列係数の列和）順の産業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最終需要項目
輸移入誘発額
（百万円）

輸移入誘発依存度
（％）

輸移入誘発係数

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

輸移出

最終需要項目計

部門名 列和 部門名 列和

畜産食料品 その他の公共サービス

水産食料品 漁業

飼料・肥料 石油・石炭製品

農業 鉱業

宿泊 対事業所サービス

飲食 卸売業

林業 金融・保険

その他の飲食料品 金属製品　　　　　　

その他の製造工業製品 公務

製材・家具 不動産

小売業 社会保障

情報通信 運輸

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理 教育・研究　　　　　

窯業・土石製品　　 医療・保健

機械製品 自動車整備

建築・土木 印刷・製版・製本

対個人サービス 全体平均
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（４）生産波及効果 

逆行列係数は、ある産業の最終需要が 単位増加した場合、それを満たすために直接・間接

的にどのくらいの生産が誘発されるのかを示す係数であり、それを産業部門毎にタテに合計し

た列和は、ある産業の最終需要が 単位増加した場合にその産業全体でどの程度生産を誘発し

たかという生産波及効果を表します。 
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最終需要項目
輸移入誘発額
（百万円）

輸移入誘発依存度
（％）

輸移入誘発係数

家計外消費支出

民間消費支出

一般政府消費支出

総固定資本形成（公的）

総固定資本形成（民間）

在庫純増

輸移出

最終需要項目計

部門名 列和 部門名 列和

畜産食料品 その他の公共サービス

水産食料品 漁業

飼料・肥料 石油・石炭製品

農業 鉱業

宿泊 対事業所サービス

飲食 卸売業

林業 金融・保険

その他の飲食料品 金属製品　　　　　　

その他の製造工業製品 公務

製材・家具 不動産

小売業 社会保障

情報通信 運輸

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理 教育・研究　　　　　

窯業・土石製品　　 医療・保健

機械製品 自動車整備

建築・土木 印刷・製版・製本

対個人サービス 全体平均

 

 
 

本町において最終需要が 単位増加した場合の生産波及効果の平均は であり、 生

産波及効果（逆行列係数の列和）の大きな順に産業を並べると表－ のとおりです。最もこの

値が大きな産業部門は畜産食料品（ ）で、水産食料品（ ）、飼料・肥料（ ）、

農業（ ）、宿泊（ ）が続いています。畜産食料品についてみると、その最終需

要が仮に 億円増加した場合、畜産食料品の生産額が直接的に 億円増加するほか、 億円

分の生産を行うために必要な原材料や燃料などの財・サービスの購入を通して畜産食料品と農

業などの他の産業部門の生産を間接的に 億円誘発し、全体で生産を 億円増加させてい

ることになります。

（５）影響力係数と感応度係数 

生産波及効果を表す産業部門別の逆行列係数の列和を列和全体の平均で除した比率である影

響力係数をみると、表－ のとおり、畜産食料品（ ）、水産食料品（ ）、飼料・肥料

（ ）、農業（ ）、宿泊（ ）で大きな値となっており、こうした産業部門が町内産

業に対し大きな生産波及を与えていることがわかります。

一方、産業部門別の逆行列係数の行和を行和全体の平均で除した比率である感応度係数は、

どの産業の生産が町内全産業の動きによって強い影響を受けるかを示す指標となります。本町

では、農業（ ）、漁業（ ）、小売業（ ）、飼料・肥料（ ）、対事業所サービス

（ ）などが他産業から影響を受けやすい産業となっています（表－ ）。

 
表－ 影響力係数・感応度係数上位 部門

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この影響力係数と感応度係数を組み合わせることにより、以下のとおり、各産業部門を つ

のグループに分類することができます（図－ ）。 
 
① 領域１（影響力係数≧ 、感応度係数≧ ）

他の産業に与える影響が大きく、他の産業から受ける影響も大きい産業であり、農業、飼料・

肥料、林業が属しています。 
 

② 領域２（影響力係数＜ 、感応度係数≧ ）

他の産業に与える影響は小さいが、他の産業から受ける影響が大きい産業であり、漁業、自

畜産食料品 農業

水産食料品 漁業

飼料・肥料 小売業

農業 飼料・肥料

宿泊 対事業所サービス

飲食 不動産

林業 電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

その他の飲食料品 自動車整備

その他の製造工業製品 卸売業

製材・家具 林業

影響力係数 感応度係数



 

 
 

動車整備、不動産、小売業、対事業所サービス、電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理、卸

売業等が属しています。 
 

③ 領域３（影響力係数＜ 、感応度係数＜ ）

他の産業に与える影響が小さく、他の産業から受ける影響も小さい産業であり、印刷・製版・

製本、社会保障、医療・保険、公務、石油・石炭製品、対個人サービス、機械製品等が属して

います。 
 

④ 領域４（影響力係数≧ 、感応度係数＜ ）

他の産業に与える影響は大きいが、他の産業から受ける影響は小さい産業であり、畜産食料

品、水産食料品、宿泊、飲食、その他の飲食料品、その他の製造工業製品、製材・家具が属し

ています。

図－ 影響力係数と感応度係数からみた産業の分類
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第４章 産業連関表を用いた経済波及効果分析 
 
 
１．経済波及効果とは 

 
ある産業の最終需要が増加した場合、町内ではそれを満たすためにその産業の生産が増加す

ることに加え、原材料や燃料などの財・サービスの購入や雇用者所得の増加に伴い他の産業の

生産も誘発されます。 
このような直接の効果とそれに伴う波及効果の総称を経済波及効果といい、産業連関表の各

種係数を使って計算することができます。 
具体的には以下のとおりです。 

 
（１）直接効果

新たな消費や投資等の最終需要により、町内において直接的に生産が誘発される金額であり、

経済波及のもとになる効果です。 
 

（２）第１次波及効果

直接効果によって生産が増加した産業で、新たに必要となる原材料や燃料などの中間需要を

満たすために町内で誘発される生産額です。 
 

（３）第２次波及効果

直接効果、第１次波及効果によって誘発された雇用者所得のうち、家計を経由して消費支出

にまわった分が新たな最終需要となり、それによって町内で誘発される生産額です。 
 

（４）総合効果

直接効果、第１次波及効果、第２次波及効果の合計で、一般的にはこれを経済波及効果と呼

んでいます。 
 

（５）就業者誘発数

最終需要が増加することによって創出される就業者の増加効果のことをさします。

  



 

 
 

２．経済波及効果の試算例 

 
経済波及効果について理解を深めるため、今回作成した産業連関表を用いて水産食料品の消

費需要が増加した場合を例に、その経済波及効果を試算してみます。 
 

（１）前提条件

・ 町外客による水産食料品の需要が、新たに工場出荷時の価格（生産者価格※）で 億円増

加した場合を仮定します。

・ 就業者誘発数は、平成 年国勢調査結果の産業大分類別就業者数等をもとに平成 年時

の就業者数を算出し、これをベースに推計します。

※ 生産者価格の定義は、付表－２「用語解説」を参照して下さい。

（２）波及の流れ（表－ 、図－ ）

① 直接効果

水産食料品の最終需要額 億円により市内で誘発された生産額（直接効果）を算出するため

には、輸移入額を除いた需要増加額を求める必要がありますが、産業連関表では、町外客の需

要（輸移出）はすべて町内で生産されたもの（自給率 ％）であると定義されていますので、

需要額 億円がそのまま生産額（直接効果額）となります。 
この直接効果 億円は、別海町の水産食料品製造業の生産額であり、このうち原材料などの

中間投入額（原材料等誘発額）は 億円、粗付加価値誘発額は 億円（うち雇用者所得誘発

額： 億円）と試算されます。

② 第１次波及効果

上記のとおり、水産食料品 億円分を生産するためには原材料等を 億円投入する必要が

あります（中間投入額）。これには、輸移入により町外から調達される分も含まれるため、中間

投入額に自給率を乗じて町内で調達できる需要額を求めます。これに逆行列係数を乗ずること

によって、原材料等の需要増加による第１次波及効果を求めることができます。

こうした推計を行うと、町内の全産業で 億円の生産が誘発される結果となり、このうち

粗付加価値誘発額は 億円（うち雇用者所得誘発額： 億円）となります。

なお、第１次波及効果の内訳をみると、第１次産業が 億円、第２次産業が 億円、第３

次産業が 億円となります。

③ 第２次波及効果

直接効果と第１次波及効果によって、雇用者所得 億円（直接効果分 億円＋第１次波及

効果分 億円）が誘発されますが、このうち家計を経由して消費支出にまわり、それによっ

て町内で誘発された生産額が第２次波及効果になります。すなわち、第２次波及効果は雇用者

所得誘発額に消費性向と民間消費支出係数（民間消費支出の支出内訳構成）を乗ずることによ

って産業部門ごとの消費支出額を求め、この消費支出額に自給率を乗じ、さらに逆行列係数を

乗ずることによって求めることができます。

こうした推計を行うと、雇用者所得のうち 億円が消費に転換され、この消費を満たすた



 

 
 

２．経済波及効果の試算例 

 
経済波及効果について理解を深めるため、今回作成した産業連関表を用いて水産食料品の消

費需要が増加した場合を例に、その経済波及効果を試算してみます。 
 

（１）前提条件

・ 町外客による水産食料品の需要が、新たに工場出荷時の価格（生産者価格※）で 億円増

加した場合を仮定します。

・ 就業者誘発数は、平成 年国勢調査結果の産業大分類別就業者数等をもとに平成 年時

の就業者数を算出し、これをベースに推計します。

※ 生産者価格の定義は、付表－２「用語解説」を参照して下さい。

（２）波及の流れ（表－ 、図－ ）

① 直接効果

水産食料品の最終需要額 億円により市内で誘発された生産額（直接効果）を算出するため

には、輸移入額を除いた需要増加額を求める必要がありますが、産業連関表では、町外客の需

要（輸移出）はすべて町内で生産されたもの（自給率 ％）であると定義されていますので、

需要額 億円がそのまま生産額（直接効果額）となります。 
この直接効果 億円は、別海町の水産食料品製造業の生産額であり、このうち原材料などの

中間投入額（原材料等誘発額）は 億円、粗付加価値誘発額は 億円（うち雇用者所得誘発

額： 億円）と試算されます。

② 第１次波及効果

上記のとおり、水産食料品 億円分を生産するためには原材料等を 億円投入する必要が

あります（中間投入額）。これには、輸移入により町外から調達される分も含まれるため、中間

投入額に自給率を乗じて町内で調達できる需要額を求めます。これに逆行列係数を乗ずること

によって、原材料等の需要増加による第１次波及効果を求めることができます。

こうした推計を行うと、町内の全産業で 億円の生産が誘発される結果となり、このうち

粗付加価値誘発額は 億円（うち雇用者所得誘発額： 億円）となります。

なお、第１次波及効果の内訳をみると、第１次産業が 億円、第２次産業が 億円、第３

次産業が 億円となります。

③ 第２次波及効果

直接効果と第１次波及効果によって、雇用者所得 億円（直接効果分 億円＋第１次波及

効果分 億円）が誘発されますが、このうち家計を経由して消費支出にまわり、それによっ

て町内で誘発された生産額が第２次波及効果になります。すなわち、第２次波及効果は雇用者

所得誘発額に消費性向と民間消費支出係数（民間消費支出の支出内訳構成）を乗ずることによ

って産業部門ごとの消費支出額を求め、この消費支出額に自給率を乗じ、さらに逆行列係数を

乗ずることによって求めることができます。

こうした推計を行うと、雇用者所得のうち 億円が消費に転換され、この消費を満たすた

 

 
 

めに町内の全産業で 億円の生産が誘発される結果となり、このうち粗付加価値誘発額は

億円（うち雇用者所得誘発額： 億円）となります。

なお、第２次波及効果の内訳をみると、第１次産業が 億円、第２次産業が 億円、第３

次産業が 億円となります。

④ 総合効果

直接効果、第１次波及効果、第２次波及効果の合計である総合効果は 億円となり最終需

要額に対し 倍の効果倍率となります。

総合効果の内訳をみると、第１次産業が 億円、第２次産業が 億円、第３次産業が

億円となっています。

 
⑤ 就業者誘発数

部門別就業者数を当該部門の町内生産額で除すことによって、生産 単位当たりの就業者数

を求め（就業係数）、効果額にこの係数を乗ずることによって最終需要が増加することによる就

業者誘発数を求めることができます。

こうした推計を行うと、町外客による水産食料品の需要が新たに 億円増加した場合、全体

で 人（第１次産業： 人、第２次産業： 人、第３次産業： 人）の就業者が誘発される

結果となります。

 
表－ 町外客による水産食料品の需要が 億円増加した場合の経済波及効果（ 部門）

 
 
 
 
 

  

　　　　　　　　（単位：百万円、人）

直接効果 第1次波及効果 第2次波及効果 総合効果 就業者誘発数

農業

林業

漁業

鉱業

製造業

建設業

電力・ガス・水道・廃棄物処理業

商業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

公務

サービス業

直接効果 第1次波及効果 第2次波及効果 総合効果

生産誘発額

部門名

第１次産業

第２次産業

第３次産業

　　うち粗付加価値誘発額

　　　うち雇用者所得誘発額

効果倍率（総合効果／最終需要額）

総　額



 

 
 

図－ 町外客による水産食料品の需要が 億円増加した場合の経済波及効果フローチャート

 
 
 

町外客による水産食料品の需要額 億円（生産者価格）

原材料等誘発額 億円
粗付加価値誘発額 億円

雇用者所得

億円

消費支出額
億円 

直

接

効

果

町内需要額
億円 

生産誘発額

億円 

雇用者所得誘発額
（直接＋第 次）

億円 

生産誘発額
億円 

輸移入誘発額

億円 
町内需要額

億円 

×自給率

×逆行列係数

粗付加価値誘発額
億円 

雇用者所得

億円 

×粗付加価値率 雇用者所得率

第

１

次

波

及

効

果

×消費性向

×民間消費支出係数

×自給率

 
輸移入誘発額

億円 

×逆行列係数

粗付加価値

誘発額

億円 

雇用者

所得

億円 

×粗付加価値率 雇用者所得率

第

２

次

波

及

効

果

水産食料品製造業への生産誘発額 億円

×自給率（ ％）



 

 
 

図－ 町外客による水産食料品の需要が 億円増加した場合の経済波及効果フローチャート

 
 
 

町外客による水産食料品の需要額 億円（生産者価格）

原材料等誘発額 億円
粗付加価値誘発額 億円

雇用者所得

億円

消費支出額
億円 

直

接

効

果

町内需要額
億円 

生産誘発額

億円 

雇用者所得誘発額
（直接＋第 次）

億円 

生産誘発額
億円 

輸移入誘発額

億円 
町内需要額

億円 

×自給率

×逆行列係数

粗付加価値誘発額
億円 

雇用者所得

億円 

×粗付加価値率 雇用者所得率

第

１

次

波

及

効

果

×消費性向

×民間消費支出係数

×自給率

 
輸移入誘発額

億円 

×逆行列係数

粗付加価値

誘発額

億円 

雇用者

所得

億円 

×粗付加価値率 雇用者所得率

第

２

次

波

及

効

果

水産食料品製造業への生産誘発額 億円

×自給率（ ％）

 

 
 

なお、産業連関表を用いて分析を行うにあたっては、以下のことを前提条件とし、分析結果

には限界があることに十分留意する必要があります。

① 分析結果は産業連関表の対象年次である平成 年の経済構造をもとにしたものです。

② 全ての生産は最終需要を満たすために行われることとしています。

③ 最終需要を満たす生産を行う上で、生産能力の限界といった制約条件は一切存在しないこ

ととしています。

④ 各生産物と各産業部門とは 対 の関係にあり、 つの生産物はただ つの産業部門から

供給されることとしています。すなわち、複数の産業部門から つの生産物が供給されたり、

つの産業から複数の生産物が供給されることはないものとしています。

⑤ 輸移出されるものは、すべて町内で生産されたものであり、輸移入したものはすべて町内

需要に供されるものとしています。

⑥ 各産業部門の生産額と生産に当たって使用する原材料などの投入額は比例関係にあり、生

産額が 倍になれば投入額も 倍になるものとしています。また、分析対象期間において生

産技術の進展や生産規模拡大によって投入構造が変化することなどによる規模の経済は発

生しないものとします。

⑦ 各産業部門が生産活動を個別に行った効果の和は、それらの部門が生産活動を同時に行っ

たときの総効果に等しいものとしています。例えば、ある産業部門の生産活動による環境の

変化が他の産業の生産活動に影響を及ぼすような外部経済、外部不経済は存在しないものと

します。

⑧ 在庫を過剰に抱えている産業部門で需要が発生した場合においても、在庫の取り崩しによ

る波及の中断はなく最後まで波及するものとしています。

⑨ 基礎資料の設定方法によって分析結果は異なるため、推計結果は必ずしも一つではありま

せん。

⑩ 第２次波及効果の計算に使用した消費性向（可処分所得に対する消費支出の割合）につい

ては、平成 年家計調査（総務省）における北海道の平均消費性向 ％を採用していま

す。
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１．取引基本表（ ／ ）  
単位：千円

 
 
  

農業 林業 漁業 鉱業 畜産食料品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）  
単位：千円

 
 
  

農業 林業 漁業 鉱業 畜産食料品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
 
 
  

水産食料品 その他の飲食料品 飼料・肥料 製材・家具 印刷・製版・製本

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

石油・石炭製品 窯業・土石製品　　 金属製品 機械製品 その他の製造工業製品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

石油・石炭製品 窯業・土石製品　　 金属製品 機械製品 その他の製造工業製品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
  

建築・土木
電力・ガス・熱供給・

水道・廃棄物処理
卸売業 小売業 金融・保険

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

不動産 運輸 情報通信 公務 教育・研究

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

不動産 運輸 情報通信 公務 教育・研究

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
 
  

医療・保健 社会保障 その他の公共サービス 自動車整備 対事業所サービス

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

飲食 宿泊 対個人サービス 内生部門計 家計外消費支出

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

飲食 宿泊 対個人サービス 内生部門計 家計外消費支出

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
 
  

民間消費支出 一般政府消費支出 総固定資本形成（公的） 総固定資本形成（民間） 在庫純増

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

町内最終需要計 町内需要合計 輸移出計 最終需要計 需要合計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
  

町内最終需要計 町内需要合計 輸移出計 最終需要計 需要合計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

１．取引基本表（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
 
  

（控除）輸移入計 最終需要部門計 町内生産額

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ） 

 
 
  

農業 林業 漁業 鉱業 畜産食料品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ） 

 
 
  

農業 林業 漁業 鉱業 畜産食料品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

２．投入係数表（ ／ ）

 
 
 
 
 
 
 
  

水産食料品 その他の飲食料品 飼料・肥料 製材・家具 印刷・製版・製本

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ）

 
 
 
 
 
 
  

石油・石炭製品 窯業・土石製品　　 金属製品 機械製品 その他の製造工業製品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ）

 
 
 
 
 
 
  

石油・石炭製品 窯業・土石製品　　 金属製品 機械製品 その他の製造工業製品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

２．投入係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
 
  

建築・土木
電力・ガス・熱供給・

水道・廃棄物処理
卸売業 小売業 金融・保険

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ）  

不動産 運輸 情報通信 公務 教育・研究

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ）  

不動産 運輸 情報通信 公務 教育・研究

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

２．投入係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
 
 
  

医療・保健 社会保障 その他の公共サービス 自動車整備 対事業所サービス

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ） 
 
 
 
  

飲食 宿泊 対個人サービス 内生部門計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額



 

 
 

２．投入係数表（ ／ ） 
 
 
 
  

飲食 宿泊 対個人サービス 内生部門計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

内生部門計

家計外消費支出

雇用者所得

営業余剰

資本減耗引当

間接税（除関税）

（控除）経常補助金

粗付加価値部門計

町内生産額

 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 

 
 
 
 
  

農業 林業 漁業 鉱業 畜産食料品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和



 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ）

 
 
 
 
 
 
  

水産食料品 その他の飲食料品 飼料・肥料 製材・家具 印刷・製版・製本

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和



 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ）

 
 
 
 
 
 
  

水産食料品 その他の飲食料品 飼料・肥料 製材・家具 印刷・製版・製本

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和

 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 
 
 
 
  

石油・石炭製品 窯業・土石製品　　 金属製品 機械製品 その他の製造工業製品

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和



 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

建築・土木
電力・ガス・熱供給・

水道・廃棄物処理
卸売業 小売業 金融・保険

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和



 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

建築・土木
電力・ガス・熱供給・

水道・廃棄物処理
卸売業 小売業 金融・保険

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和

 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
 
  

不動産 運輸 情報通信 公務 教育・研究

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和



 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

医療・保健 社会保障 その他の公共サービス 自動車整備 対事業所サービス

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和



 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

医療・保健 社会保障 その他の公共サービス 自動車整備 対事業所サービス

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和

 

 
 

３． －Γ 型逆行列係数表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

飲食 宿泊 対個人サービス 行和

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

列和



 

 
 

４．最終需要項目別生産誘発額（ ／ ）  
単位：千円

 
 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

４．最終需要項目別生産誘発額（ ／ ）  
単位：千円

 
 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

４．最終需要項目別生産誘発額（ ／ ）

単位：千円 

 
 
 
  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

５．最終需要項目別生産誘発依存度（ ／ ） 

 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

５．最終需要項目別生産誘発依存度（ ／ ） 

 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

５．最終需要項目別生産誘発依存度（ ／ ） 
 
 
 
 
  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

６．最終需要項目別生産誘発係数（ ／ ） 

 
 
  家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出

総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

６．最終需要項目別生産誘発係数（ ／ ） 

 
 
  家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出

総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

６．最終需要項目別生産誘発係数（ ／ ）

 
 
 
 
  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

７．粗付加価値誘発額（ ／ ）  
単位：千円

 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

７．粗付加価値誘発額（ ／ ）  
単位：千円

 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

７．粗付加価値誘発額（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
 
 
  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

８．粗付加価値誘発依存度（ ／ ） 

 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

８．粗付加価値誘発依存度（ ／ ） 

 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

８．粗付加価値誘発依存度（ ／ ）

 
 
 
 
 
  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

９．粗付加価値誘発係数（ ／ ） 

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

９．粗付加価値誘発係数（ ／ ） 

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

９．粗付加価値誘発係数（ ／ ）

  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

．輸移入誘発額（ ／ ）  
単位：千円

 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

．輸移入誘発額（ ／ ）  
単位：千円

 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

．輸移入誘発額（ ／ ）

単位：千円

 
 
 
 
  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

．輸移入誘発依存度（ ／ ） 

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

．輸移入誘発依存度（ ／ ） 

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

．輸移入誘発依存度（ ／ ）

  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

．輸移入誘発係数（ ／ ） 

 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

．輸移入誘発係数（ ／ ） 

 
 
 
 
  

家計外消費支出 民間消費支出 一般政府消費支出
総固定資本形成

（公的）

総固定資本形成

（民間）

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計

 

 
 

．輸移入誘発係数（ ／ ）

 
 
 
 
 
  

在庫純増 輸移出 最終需要計

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

合計



 

 
 

．諸係数表（影響力係数、感応度係数、自給率） 

 
 
  

影響力係数 感応度係数 自給率

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

全産業平均



 

 
 

．諸係数表（影響力係数、感応度係数、自給率） 

 
 
  

影響力係数 感応度係数 自給率

農業

林業

漁業

鉱業

畜産食料品

水産食料品

その他の飲食料品

飼料・肥料

製材・家具

印刷・製版・製本

石油・石炭製品

窯業・土石製品　　

金属製品　　　　　　

機械製品

その他の製造工業製品

建築・土木

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄物処理

卸売業

小売業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

公務

教育・研究　　　　　

医療・保健

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備

対事業所サービス

飲食

宿泊

対個人サービス

全産業平均

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

付 表 
 
  



 

 
 

１．部門分類・コード表（ ／ ） 
内生部門

 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

農業 農業 米

稲わら

小麦（国産）

小麦（輸入）

大麦（国産）

大麦（輸入）

かんしょ

ばれいしょ

大豆（国産）

大豆（輸入）

その他の豆類

野菜

かんきつ

りんご

その他の果実

砂糖原料作物

コーヒー豆・カカオ豆（輸入）

その他の飲料用作物

雑穀

油糧作物

他に分類されない食用耕種作物

飼料作物

種苗

花き・花木類

葉たばこ

生ゴム（輸入）

綿花（輸入）

他に分類されない非食用耕種作物

生乳　

その他の酪農生産物

肉用牛

豚

鶏卵

肉鶏

羊毛

他に分類されない畜産

獣医業

農業サービス（獣医業を除く。）

林業 林業 育林

素材（国産）

素材（輸入）

特用林産物（狩猟業を含む。）

漁業 漁業 海面漁業（国産）

海面漁業（輸入）

海面養殖業

内水面漁業・養殖業

鉱業 鉱業 鉄鉱石

非鉄金属鉱物

石炭

原油

天然ガス

砂利・採石

砕石

石灰石

窯業原料鉱物（石灰石を除く。）

他に分類されない鉱物

製造業 畜産食料品 牛肉

豚肉

鶏肉

その他の食肉

と畜副産物（肉鶏処理副産物を含む。）

肉加工品

畜産びん・かん詰

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）

行コード



 

 
 

１．部門分類・コード表（ ／ ） 
内生部門

 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

農業 農業 米

稲わら

小麦（国産）

小麦（輸入）

大麦（国産）

大麦（輸入）

かんしょ

ばれいしょ

大豆（国産）

大豆（輸入）

その他の豆類

野菜

かんきつ

りんご

その他の果実

砂糖原料作物

コーヒー豆・カカオ豆（輸入）

その他の飲料用作物

雑穀

油糧作物

他に分類されない食用耕種作物

飼料作物

種苗

花き・花木類

葉たばこ

生ゴム（輸入）

綿花（輸入）

他に分類されない非食用耕種作物

生乳　

その他の酪農生産物

肉用牛

豚

鶏卵

肉鶏

羊毛

他に分類されない畜産

獣医業

農業サービス（獣医業を除く。）

林業 林業 育林

素材（国産）

素材（輸入）

特用林産物（狩猟業を含む。）

漁業 漁業 海面漁業（国産）

海面漁業（輸入）

海面養殖業

内水面漁業・養殖業

鉱業 鉱業 鉄鉱石

非鉄金属鉱物

石炭

原油

天然ガス

砂利・採石

砕石

石灰石

窯業原料鉱物（石灰石を除く。）

他に分類されない鉱物

製造業 畜産食料品 牛肉

豚肉

鶏肉

その他の食肉

と畜副産物（肉鶏処理副産物を含む。）

肉加工品

畜産びん・かん詰
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行コード

 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

飲用牛乳

乳製品

水産食料品 冷凍魚介類

塩・干・くん製品

水産びん・かん詰

ねり製品

その他の水産食品

その他の飲食料品 精米

その他の精穀

小麦粉

その他の製粉

めん類

パン類

菓子類

農産びん・かん詰

農産保存食料品（びん・かん詰を除く。）

精製糖

その他の砂糖・副産物

でん粉

ぶどう糖・水あめ・異性化糖

植物油脂

動物油脂

加工油脂

植物原油かす

調味料

冷凍調理食品

レトルト食品

そう菜・すし・弁当

学校給食（国公立）★★

学校給食（私立）★

その他の食料品

清酒

ビール類

ウイスキー類

その他の酒類

茶・コーヒー

清涼飲料

製氷

飼料

有機質肥料（別掲を除く。）

たばこ

その他の製造工業製品（1/6） 紡績糸

綿・スフ織物（合繊短繊維織物を含む。）

絹・人絹織物（合繊長繊維織物を含む。）

その他の織物

ニット生地

染色整理

綱・網

他に分類されない繊維工業製品

織物製衣服

ニット製衣服

その他の衣服・身の回り品

寝具

じゅうたん・床敷物

繊維製衛生材料

他に分類されない繊維既製品

製材・家具 製材

合板・集成材

木材チップ

建設用木製品

他に分類されない木製品

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）

飼料・肥料

行コード



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

木製家具

金属製家具

木製建具

その他の家具・装備品

その他の製造工業製品（2/6） パルプ

古紙

洋紙・和紙

板紙

段ボール

塗工紙・建設用加工紙

段ボール箱

その他の紙製容器

紙製衛生材料・用品

その他のパルプ・紙・紙加工品

印刷・製版・製本 印刷・製版・製本

その他の製造工業製品（3/6） 化学肥料

ソーダ灰

か性ソーダ

液体塩素

その他のソーダ工業製品

酸化チタン

カーボンブラック

その他の無機顔料

圧縮ガス・液化ガス

原塩

塩

その他の無機化学工業製品

エチレン

プロピレン

その他の石油化学基礎製品

純ベンゼン

純トルエン

キシレン

その他の石油化学系芳香族製品

合成アルコール類

酢酸

二塩化エチレン

アクリロニトリル

エチレングリコール

酢酸ビニルモノマー

その他の脂肪族中間物

スチレンモノマー

合成石炭酸

テレフタル酸（高純度）

カプロラクタム

その他の環式中間物

合成染料・有機顔料

合成ゴム

メタン誘導品

可塑剤

その他の有機化学工業製品

熱硬化性樹脂

ポリエチレン（低密度）

ポリエチレン（高密度）

ポリスチレン

ポリプロピレン

塩化ビニル樹脂

高機能性樹脂

その他の合成樹脂

レーヨン・アセテート

合成繊維

医薬品
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行コード



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

木製家具

金属製家具

木製建具

その他の家具・装備品

その他の製造工業製品（2/6） パルプ

古紙

洋紙・和紙

板紙

段ボール

塗工紙・建設用加工紙

段ボール箱

その他の紙製容器

紙製衛生材料・用品

その他のパルプ・紙・紙加工品

印刷・製版・製本 印刷・製版・製本

その他の製造工業製品（3/6） 化学肥料

ソーダ灰

か性ソーダ

液体塩素

その他のソーダ工業製品

酸化チタン

カーボンブラック

その他の無機顔料

圧縮ガス・液化ガス

原塩

塩

その他の無機化学工業製品

エチレン

プロピレン

その他の石油化学基礎製品

純ベンゼン

純トルエン

キシレン

その他の石油化学系芳香族製品

合成アルコール類

酢酸

二塩化エチレン

アクリロニトリル

エチレングリコール

酢酸ビニルモノマー

その他の脂肪族中間物

スチレンモノマー

合成石炭酸

テレフタル酸（高純度）

カプロラクタム

その他の環式中間物

合成染料・有機顔料

合成ゴム

メタン誘導品

可塑剤

その他の有機化学工業製品

熱硬化性樹脂

ポリエチレン（低密度）

ポリエチレン（高密度）

ポリスチレン

ポリプロピレン

塩化ビニル樹脂

高機能性樹脂

その他の合成樹脂

レーヨン・アセテート

合成繊維

医薬品
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行コード

 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

油脂加工製品

石けん・合成洗剤

界面活性剤

化粧品・歯磨

塗料

印刷インキ

写真感光材料

農薬

ゼラチン・接着剤

触媒

他に分類されない化学最終製品

石油・石炭製品 ガソリン

ジェット燃料油

灯油

軽油

Ａ重油

Ｂ重油・Ｃ重油

ナフサ

液化石油ガス

その他の石油製品

コークス

その他の石炭製品

舗装材料

その他の製造工業製品（4/6） プラスチックフィルム・シート

プラスチック板・管・棒

プラスチック発泡製品

工業用プラスチック製品

強化プラスチック製品

プラスチック製容器

プラスチック製日用雑貨・食卓用品

その他のプラスチック製品

タイヤ・チューブ

ゴム製・プラスチック製履物

その他のゴム製品

革製履物

製革・毛皮

かばん・袋物・その他の革製品

窯業・土石製品 板ガラス

安全ガラス・複層ガラス

ガラス繊維・同製品

ガラス製加工素材

他に分類されないガラス製品

セメント

生コンクリート

セメント製品

建設用陶磁器

工業用陶磁器

日用陶磁器

耐火物

その他の建設用土石製品

炭素・黒鉛製品

研磨材

その他の窯業・土石製品

その他の製造工業製品（5/6） 銑鉄

フェロアロイ

粗鋼（転炉）

粗鋼（電気炉）

鉄屑

普通鋼形鋼

普通鋼鋼板

普通鋼鋼帯

普通鋼小棒

その他の普通鋼熱間圧延鋼材

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）

行コード



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

特殊鋼熱間圧延鋼材

普通鋼鋼管

特殊鋼鋼管

普通鋼冷間仕上鋼材

特殊鋼冷間仕上鋼材

めっき鋼材

鍛鋼

鋳鋼

鋳鉄管

鋳鉄品

鍛工品（鉄）

鉄鋼シャースリット業

その他の鉄鋼製品

銅

鉛・亜鉛（再生を含む。）

アルミニウム（再生を含む。）

その他の非鉄金属地金

非鉄金属屑

電線・ケーブル

光ファイバケーブル

伸銅品

アルミ圧延製品

非鉄金属素形材

核燃料

その他の非鉄金属製品

金属製品 建設用金属製品

建築用金属製品

ガス・石油機器・暖厨房機器

ボルト・ナット・リベット・スプリング

金属製容器・製缶板金製品

配管工事附属品

粉末や金製品

刃物・道具類

金属プレス製品

金属線製品

他に分類されない金属製品

機械製品 ボイラ

タービン

原動機

ポンプ・圧縮機

運搬機械

冷凍機・温湿調整装置

ベアリング

動力伝導装置

他に分類されないはん用機械

農業用機械

建設・鉱山機械

繊維機械

食品機械・同装置

木材加工機械

パルプ装置・製紙機械

印刷・製本・紙工機械

包装・荷造機械

化学機械

鋳造装置

プラスチック加工機械

金属工作機械

金属加工機械

機械工具

半導体製造装置

金型

真空装置・真空機器

ロボット
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行コード

基本分類表(行516部門）



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

特殊鋼熱間圧延鋼材

普通鋼鋼管

特殊鋼鋼管

普通鋼冷間仕上鋼材

特殊鋼冷間仕上鋼材

めっき鋼材

鍛鋼

鋳鋼

鋳鉄管

鋳鉄品

鍛工品（鉄）

鉄鋼シャースリット業

その他の鉄鋼製品

銅

鉛・亜鉛（再生を含む。）

アルミニウム（再生を含む。）

その他の非鉄金属地金

非鉄金属屑

電線・ケーブル

光ファイバケーブル

伸銅品

アルミ圧延製品

非鉄金属素形材

核燃料

その他の非鉄金属製品

金属製品 建設用金属製品

建築用金属製品

ガス・石油機器・暖厨房機器

ボルト・ナット・リベット・スプリング

金属製容器・製缶板金製品

配管工事附属品

粉末や金製品

刃物・道具類

金属プレス製品

金属線製品

他に分類されない金属製品

機械製品 ボイラ

タービン

原動機

ポンプ・圧縮機

運搬機械

冷凍機・温湿調整装置

ベアリング

動力伝導装置

他に分類されないはん用機械

農業用機械

建設・鉱山機械

繊維機械

食品機械・同装置

木材加工機械

パルプ装置・製紙機械

印刷・製本・紙工機械

包装・荷造機械

化学機械

鋳造装置

プラスチック加工機械

金属工作機械

金属加工機械

機械工具

半導体製造装置

金型

真空装置・真空機器

ロボット

13部門表 33部門表

行コード

基本分類表(行516部門）

 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

その他の生産用機械

複写機

その他の事務用機械

自動販売機

娯楽用機器

その他のサービス用機器

計測機器

医療用機械器具

光学機械・レンズ

武器

電子管

半導体素子

集積回路

液晶パネル

磁気テープ・磁気ディスク

電子回路

その他の電子部品

発電機器

電動機

変圧器・変成器

開閉制御装置・配電盤

配線器具

内燃機関電装品

その他の産業用電気機器

民生用エアコンディショナ

民生用電気機器（エアコンを除く。）

電子応用装置

電気計測器

電球類

電気照明器具

電池

その他の電気機械器具

ビデオ機器・デジタルカメラ

電気音響機器

ラジオ・テレビ受信機

有線電気通信機器

携帯電話機

無線電気通信機器（携帯電話機を除く。）

その他の電気通信機器

パーソナルコンピュータ

電子計算機本体（パソコンを除く。）

電子計算機附属装置

乗用車

トラック・バス・その他の自動車

二輪自動車

自動車用内燃機関

自動車部品

鋼船

その他の船舶

舶用内燃機関

船舶修理

鉄道車両

鉄道車両修理

航空機

航空機修理

自転車

産業用運搬車両

他に分類されない輸送機械

その他の製造工業製品（6/6） がん具

運動用品

身辺細貨品

時計

楽器

行コード

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

筆記具・文具

畳・わら加工品

情報記録物

その他の製造工業製品

再生資源回収・加工処理

建設業　　　　　　　 建築・土木 住宅建築（木造）

住宅建築（非木造）

非住宅建築（木造）

非住宅建築（非木造）

建設補修

道路関係公共事業

河川・下水道・その他の公共事業

農林関係公共事業

鉄道軌道建設

電力施設建設

電気通信施設建設

その他の土木建設

電力・ガス・水道・廃棄物処理業 事業用電力

自家発電

都市ガス

熱供給業

上水道・簡易水道

工業用水

下水道★★

廃棄物処理（公営）★★

廃棄物処理（産業）

商業　　　　　　　　 卸売業 卸売

小売業 小売

金融・保険業 金融・保険 公的金融（ＦＩＳＩＭ）

民間金融（ＦＩＳＩＭ）

公的金融（手数料）

民間金融（手数料）

生命保険

損害保険

不動産業　　　　　　　 不動産 不動産仲介・管理業

不動産賃貸業

住宅賃貸料

住宅賃貸料（帰属家賃）

運輸・通信業 運輸 鉄道旅客輸送

鉄道貨物輸送

バス

ハイヤー・タクシー

道路貨物輸送（自家輸送を除く。）

外洋輸送

沿海・内水面旅客輸送

沿海・内水面貨物輸送

港湾運送

国際航空輸送

国内航空旅客輸送

国内航空貨物輸送

航空機使用事業

貨物利用運送

倉庫

こん包

道路輸送施設提供

水運施設管理★★

水運附帯サービス

航空施設管理（国公営）★★

航空施設管理（産業）

航空附帯サービス

旅行・その他の運輸附帯サービス

行コード

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄

物処理

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

筆記具・文具

畳・わら加工品

情報記録物

その他の製造工業製品

再生資源回収・加工処理

建設業　　　　　　　 建築・土木 住宅建築（木造）

住宅建築（非木造）

非住宅建築（木造）

非住宅建築（非木造）

建設補修

道路関係公共事業

河川・下水道・その他の公共事業

農林関係公共事業

鉄道軌道建設

電力施設建設

電気通信施設建設

その他の土木建設

電力・ガス・水道・廃棄物処理業 事業用電力

自家発電

都市ガス

熱供給業

上水道・簡易水道

工業用水

下水道★★

廃棄物処理（公営）★★

廃棄物処理（産業）

商業　　　　　　　　 卸売業 卸売

小売業 小売

金融・保険業 金融・保険 公的金融（ＦＩＳＩＭ）

民間金融（ＦＩＳＩＭ）

公的金融（手数料）

民間金融（手数料）

生命保険

損害保険

不動産業　　　　　　　 不動産 不動産仲介・管理業

不動産賃貸業

住宅賃貸料

住宅賃貸料（帰属家賃）

運輸・通信業 運輸 鉄道旅客輸送

鉄道貨物輸送

バス

ハイヤー・タクシー

道路貨物輸送（自家輸送を除く。）

外洋輸送

沿海・内水面旅客輸送

沿海・内水面貨物輸送

港湾運送

国際航空輸送

国内航空旅客輸送

国内航空貨物輸送

航空機使用事業

貨物利用運送

倉庫

こん包

道路輸送施設提供

水運施設管理★★

水運附帯サービス

航空施設管理（国公営）★★

航空施設管理（産業）

航空附帯サービス

旅行・その他の運輸附帯サービス

行コード

電力・ガス・熱供給・水道・廃棄

物処理

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）

 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

情報通信 郵便・信書便

固定電気通信

移動電気通信

その他の電気通信

その他の通信サービス

公共放送

民間放送

有線放送

ソフトウェア業

情報処理・提供サービス

インターネット附随サービス

映像・音声・文字情報制作業

新聞

出版

公務　　　　　　　　 公務 公務（中央）★★

公務（地方）★★

サービス業 教育・研究 学校教育（国公立）★★

学校教育（私立）★

社会教育（国公立）★★

社会教育（非営利）★

その他の教育訓練機関（国公立）★★

その他の教育訓練機関（産業）

自然科学研究機関（国公立）★★

人文科学研究機関（国公立）★★

自然科学研究機関（非営利）★

人文科学研究機関（非営利）★

自然科学研究機関（産業）

人文科学研究機関（産業）

企業内研究開発

医療・保健 医療（入院診療）

医療（入院外診療）

医療（歯科診療）

医療（調剤）

医療（その他の医療サービス）

保健衛生（国公立）★★

保健衛生（産業）

社会保障 社会保険事業★★

社会福祉（国公立）★★

社会福祉（非営利）★

社会福祉（産業）

介護（施設サービス）

介護（施設サービスを除く。）

その他の公共サービス 対企業民間非営利団体

対家計民間非営利団体（別掲を除く。）★

対事業所サービス（1/2） 産業用機械器具（建設機械器具を除く。）賃貸業

建設機械器具賃貸業

電子計算機・同関連機器賃貸業

事務用機械器具（電算機等を除く。）賃貸業

スポーツ・娯楽用品・その他の物品賃貸業

貸自動車業

テレビ・ラジオ広告

新聞・雑誌・その他の広告

自動車整備 自動車整備

対事業所サービス（2/2） 機械修理

法務・財務・会計サービス

土木建築サービス

労働者派遣サービス

建物サービス

警備業

その他の対事業所サービス

宿泊 宿泊業

飲食 飲食サービス

行コード

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

対個人サービス 洗濯業

理容業

美容業

浴場業

その他の洗濯・理容・美容・浴場業

映画館

興行場（映画館を除く。）・興行団

競輪・競馬等の競走場・競技団

スポーツ施設提供業・公園・遊園地

遊戯場

その他の娯楽

写真業

冠婚葬祭業

個人教授業

各種修理業（別掲を除く。）

その他の対個人サービス

内生部門計　　 内生部門計 内生部門計

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）

行コード

（注）１ 基本分類表は本来、行と列で部門数が異なるが、本表では行部門を採用した。

２ 基本分類表の部門名欄の★印は、次の生産活動主体であることを示している。

★★・・・政府サービス生産者

★・・・・対家計民間非営利サービス生産者

３ 基本分類表のゴシック体文字の部門は、別海町で生産のある 部門である。



 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ） 
 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

対個人サービス 洗濯業

理容業

美容業

浴場業

その他の洗濯・理容・美容・浴場業

映画館

興行場（映画館を除く。）・興行団

競輪・競馬等の競走場・競技団

スポーツ施設提供業・公園・遊園地

遊戯場

その他の娯楽

写真業

冠婚葬祭業

個人教授業

各種修理業（別掲を除く。）

その他の対個人サービス

内生部門計　　 内生部門計 内生部門計

13部門表 33部門表 基本分類表(行516部門）

行コード

（注）１ 基本分類表は本来、行と列で部門数が異なるが、本表では行部門を採用した。

２ 基本分類表の部門名欄の★印は、次の生産活動主体であることを示している。

★★・・・政府サービス生産者

★・・・・対家計民間非営利サービス生産者

３ 基本分類表のゴシック体文字の部門は、別海町で生産のある 部門である。

 

 
 

部門分類・コード表（ ／ ）

粗付加価値部門

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最終需要部門

 
 
 
  

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

宿泊・日当

交際費

福利厚生費

雇用者所得 雇用者所得 雇用者所得

営業余剰 営業余剰 営業余剰

資本減耗引当

資本減耗引当（社会資本等減耗分）

間接税（除関税） 間接税（除関税） 間接税（除関税・輸入品商品税）

（控除）経常補助金 （控除）経常補助金 （控除）経常補助金

粗付加価値部門計 粗付加価値部門計 粗付加価値部門計

町内生産額 町内生産額 町内生産額

13部門表

家計外消費支出

資本減耗引当

33部門表

家計外消費支出

資本減耗引当

基本分類表

行コード

ｺｰﾄﾞ 部　門　名 ｺｰﾄﾞ 部　門　名 部　門　名

家計外消費支出 家計外消費支出 家計外消費支出（列）

家計消費支出

対家計民間非営利団体消費支出

中央政府集合的消費支出

地方政府集合的消費支出

中央政府個別的消費支出

地方政府個別的消費支出

中央政府集合的消費支出（社会資本等減耗分）

地方政府集合的消費支出（社会資本等減耗分）

中央政府個別的消費支出（社会資本等減耗分）

地方政府個別的消費支出（社会資本等減耗分）

総固定資本形成 （公的） 総固定資本形成 （公的） 総固定資本形成（公的）

総固定資本形成 （民間） 総固定資本形成 （民間） 総固定資本形成（民間）

在庫純増 在庫純増 在庫純増

町内最終需要計 町内最終需要計 最終需要計

町内需要合計 町内需要合計 需要合計

輸移出計 輸移出計 輸移出計

最終需要計 最終需要計 最終需要計

需要合計 需要合計 需要合計

（控除）輸移入計 （控除）輸移入計 （控除）輸移入計

最終需要部門計 最終需要部門計 最終需要部門計

町内生産額 町内生産額 町内生産額

基本分類表

列コード

33部門表

民間消費支出

一般政府消費支出

13部門表

民間消費支出

一般政府消費支出



 

 
 

２．用語解説 
 
ア行

 
○一般政府消費支出

国、都道府県、市町村が行政を行うのに要した経費から、医療費や授業料など他部門に対す

るサービスの販売額を差し引いた一般政府の自己消費をいう。 
 

○影響力係数（※）

ある産業の最終需要が 単位増加した場合に産業全体に与える生産波及の影響の大きさを表

した係数で、係数が より大きい産業は影響力が平均以上であることを示し、 より小さい産

業は影響力が平均以下であることを示す。 
 

○営業余剰

粗付加価値から家計外消費支出、雇用者所得、資本減耗引当、純間接税（間接税－補助金）

を控除したものであり、営業利潤、支払利子等の他に個人事業主や無給家族従業者の評価所得

を含む。受取利子や受取配当は除く。 
 
カ行

 
○外生部門

最終需要部門と粗付加価値部門。 
 

○家計外消費支出

いわゆる「企業消費」であり、宿泊・日当、交際費、福利厚生費で構成されている。 
 
○間接税

財・サービスの生産、販売、購入または使用に関して課せられる租税及び税外負担で、税法

上損金算入が認められていて所得とはならず、しかもその負担が最終購入者へ転嫁されるもの。

消費税、酒税、たばこ税、揮発油税、自動車重量税などがこれに当たる（関税及び輸入品商品

税は除く）。 
 

○感応度係数（※）

各産業の最終需要が 単位増加した場合に各産業から受ける生産波及の影響の大きさを表し

た係数で、係数が より大きい産業は感応度が平均以上であることを示し、 より小さい産業

は感応度が平均以下であることを示す。 
 

○逆行列係数（※）

ある産業の最終需要が 単位増加したとき、それを生産するために、直接・間接的にどのく

らいの生産が誘発されるのかを示す係数。 



 

 
 

２．用語解説 
 
ア行

 
○一般政府消費支出

国、都道府県、市町村が行政を行うのに要した経費から、医療費や授業料など他部門に対す

るサービスの販売額を差し引いた一般政府の自己消費をいう。 
 

○影響力係数（※）

ある産業の最終需要が 単位増加した場合に産業全体に与える生産波及の影響の大きさを表

した係数で、係数が より大きい産業は影響力が平均以上であることを示し、 より小さい産

業は影響力が平均以下であることを示す。 
 

○営業余剰

粗付加価値から家計外消費支出、雇用者所得、資本減耗引当、純間接税（間接税－補助金）

を控除したものであり、営業利潤、支払利子等の他に個人事業主や無給家族従業者の評価所得

を含む。受取利子や受取配当は除く。 
 
カ行

 
○外生部門

最終需要部門と粗付加価値部門。 
 

○家計外消費支出

いわゆる「企業消費」であり、宿泊・日当、交際費、福利厚生費で構成されている。 
 
○間接税

財・サービスの生産、販売、購入または使用に関して課せられる租税及び税外負担で、税法

上損金算入が認められていて所得とはならず、しかもその負担が最終購入者へ転嫁されるもの。

消費税、酒税、たばこ税、揮発油税、自動車重量税などがこれに当たる（関税及び輸入品商品

税は除く）。 
 

○感応度係数（※）

各産業の最終需要が 単位増加した場合に各産業から受ける生産波及の影響の大きさを表し

た係数で、係数が より大きい産業は感応度が平均以上であることを示し、 より小さい産業

は感応度が平均以下であることを示す。 
 

○逆行列係数（※）

ある産業の最終需要が 単位増加したとき、それを生産するために、直接・間接的にどのく

らいの生産が誘発されるのかを示す係数。 

 

 
 

○経常補助金

産業の振興や製品の市場価格の低下等の政策目的で、政府サービス生産者から産業に対して

一方的に給付され、受給者側において収入として処理される経常交付金。粗付加価値部門には

マイナスで計上される控除項目である。 
 

○固定資本減耗引当

生産過程において消耗していく固定資本の減耗分を補填する費用。減価償却費と資本偶発損

の合計である。 
 

○雇用者所得

町内で私的、公的に雇用されている者が労働の報酬として受け取る現金、現物のいっさいの

所得であり、賃金・俸給、社会保険料（雇用者負担）、その他の給与及び手当で構成されている。 
 
サ行

 
○在庫純増

製品在庫、半製品・仕掛品在庫、流通在庫、原材料在庫などで、年末の在庫から年初の在庫

を差し引いたもの。 
 

○最終需要額（率）

家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的及び民間）、在庫

純増、輸移出によって構成されており、総需要額から中間需要額を控除したものである。また、

最終需要額を総需要額で除した値を最終需要率という。 
 

○最終需要計

町内最終需要と輸移出の計。 
 

○最終需要部門計

最終需要計と輸移入（控除項目）の計。 
 

○サービスの投入率

各産業の中間投入は原材料や燃料等の財の投入とサービスの投入に分けられ、サービスの投

入額を中間投入額で除した値をサービスの投入率という。 
 

○産業

産業連関表でいう「産業」とは、財・サービスの品目ごとの生産活動を意味しており、同一

事業所で つ以上の商品を生産している場合、それぞれを区分して該当する各産業に分類する。

したがって、企業あるいは事業所をベースとして分類される通常の「産業」とは概念が異なる。 



 

 
 

○自給率

町内需要を満たすために、町内生産で調達できる割合。「 －輸移入率」で定義される。 
 

○就業係数

生産 単位当たりの就業者数で、部門別就業者数を当該部門の町内生産額で除すことで求め

られる。 
 

○就業者誘発数

最終需要が増加することによって創出される就業者の増加効果。 
 

○需要合計

中間需要と最終需要の計。または、町内需要合計と輸移出の計。 
 
○生産者価格

生産者価格とは、工場出荷価格のことである。 
「もの」の価格には、購入者価格と生産者価格の 2 種があり、両者には以下の関係がある。 

生産者価格＝購入者価格－商業マージン－運輸マージン 
購入者価格とは、消費者が店頭で購入する際の価格であり、工場出荷時の価格に運輸マージ

ンと商業マージンが付与された価格となっているため、購入者価格から各マージンを除いた額

が生産者価格となる。 
なお、商業マージンと運輸マージンは、それぞれ商業と運輸の生産額に計上される。 
 

○生産誘発依存度

生産誘発額に占める最終需要項目別の構成比であり、各産業の生産がどの最終需要に依存し

ているかを表す。 

○生産誘発額（※）

各産業の生産は最終需要を満たすために行われており、言い換えれば、最終需要が町内生産

を誘発しているといえる。生産誘発額は最終需要のうちどの項目が各産業の生産額をどれだけ

誘発したかをみるもので、逆行列係数に最終需要額（行列）を乗じて求める。また、最終需要

項目別の生産誘発額を各産業部門別に合計したものは、当該産業部門の町内生産額と一致する。 
 
○生産誘発係数（※）

最終需要項目別生産誘発額をそれぞれ対応する最終需要項目の合計額（産業連関表の列和）

で除して求めた比率であり、最終需要項目の合計が 単位増加した場合における、各産業部門

の生産額の増加割合を示す。 
 

○総供給

町内生産に輸移入を加えたもので総需要に等しい。 
 



 

 
 

○自給率

町内需要を満たすために、町内生産で調達できる割合。「 －輸移入率」で定義される。 
 

○就業係数

生産 単位当たりの就業者数で、部門別就業者数を当該部門の町内生産額で除すことで求め

られる。 
 

○就業者誘発数

最終需要が増加することによって創出される就業者の増加効果。 
 

○需要合計

中間需要と最終需要の計。または、町内需要合計と輸移出の計。 
 
○生産者価格

生産者価格とは、工場出荷価格のことである。 
「もの」の価格には、購入者価格と生産者価格の 2 種があり、両者には以下の関係がある。 

生産者価格＝購入者価格－商業マージン－運輸マージン 
購入者価格とは、消費者が店頭で購入する際の価格であり、工場出荷時の価格に運輸マージ

ンと商業マージンが付与された価格となっているため、購入者価格から各マージンを除いた額

が生産者価格となる。 
なお、商業マージンと運輸マージンは、それぞれ商業と運輸の生産額に計上される。 
 

○生産誘発依存度

生産誘発額に占める最終需要項目別の構成比であり、各産業の生産がどの最終需要に依存し

ているかを表す。 

○生産誘発額（※）

各産業の生産は最終需要を満たすために行われており、言い換えれば、最終需要が町内生産

を誘発しているといえる。生産誘発額は最終需要のうちどの項目が各産業の生産額をどれだけ

誘発したかをみるもので、逆行列係数に最終需要額（行列）を乗じて求める。また、最終需要

項目別の生産誘発額を各産業部門別に合計したものは、当該産業部門の町内生産額と一致する。 
 
○生産誘発係数（※）

最終需要項目別生産誘発額をそれぞれ対応する最終需要項目の合計額（産業連関表の列和）

で除して求めた比率であり、最終需要項目の合計が 単位増加した場合における、各産業部門

の生産額の増加割合を示す。 
 

○総供給

町内生産に輸移入を加えたもので総需要に等しい。 
 

 

 
 

○総固定資本形成（公的）

政府サービス生産者及び公的企業による建築物、機械、装置など有形固定資産の取得をいう。 
 

○総固定資本形成（民間）

家計、民間企業などによる建築物、機械、装置など有形固定資産の取得をいう。 
 

○総需要

総供給（町内生産＋輸移入）に対応するもので、町内需要と輸移出の計である。 
 

○粗付加価値額（率）

生産活動によって新たに付加された価値で、生産額から中間投入額を控除したものである。

粗付加価値は、家計外消費支出、雇用者所得、営業余剰、資本減耗引当、間接税及び経常補助

金によって構成されている。また、粗付加価値額を町内生産額で除した値を粗付加価値率とい

う。 
 

○粗付加価値誘発依存度

粗付加価値誘発額に占める最終需要項目別の構成比であり、各産業の粗付加価値がどの最終

需要に依存しているかを表す。 
 

○粗付加価値誘発額（※）

最終需要によって生産が誘発されると、それに伴い粗付加価値も誘発される。粗付加価値誘

発額は最終需要のうちどの部門が各産業の粗付加価値額をどれだけ誘発したかをみるものであ

り、各産業の最終需要項目別生産誘発額にそれぞれの産業の粗付加価値率（粗付加価値額／生

産額）を乗じて求める。また、最終需要項目別の粗付加価値誘発額を各産業部門別に合計した

ものは、当該産業部門の粗付加価値額と一致する。 
 

○粗付加価値誘発係数（※）

最終需要項目別粗付加価値誘発額をそれぞれ対応する最終需要部門の合計額（産業連関表の

列和）で除して求めた比率であり、最終需要項目の合計が 単位増加した場合における、各産

業部門の粗付加価値額の増加割合を示す。 
 

タ行

○中間需要額（率）

各産業の生産活動に必要な原材料等として供給する額を中間需要額といい、これを総需要額

で除した値を中間需要率という。 
 

○中間投入額（率）

各産業が生産活動を行うために投入する原材料や燃料等の財・サービスの購入額を中間投入

額といい、これを町内生産額で除した値を中間投入率という。 



 

 
 

○町内最終需要

家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的及び民間）及び

在庫純増の計。 
 

○町内需要合計

中間需要と町内最終需要の計。 
 
○町内生産額

最終需要を満たすために、町内の各産業によって生み出された財・サービスの生産額。 
 

○投入係数

ある産業が財・サービスを 単位生産するために必要な各産業からの原材料等の投入額の割

合を示す係数。 
 

○特化係数

町内特定産業の生産額の産業別構成比を北海道など他地域の当該産業生産額の産業別構成比

で除したもので、その値が より大きければその産業が本町に特化していることを示し、逆に

より小さければ相対的にその産業の特化性が低いことを示す。 
 

ナ行

 
○内生部門

財・サービスが原材料や燃料などの中間生産物として産業間で取引される部門（中間需要、

中間投入）。 
 

マ行

 
○民間消費支出

家計消費支出と私立学校、宗教団体、労働組合などの対家計民間非営利サービス生産者の消

費支出。 
 

ヤ行

 
○輸移出

町内で生産された財・サービスを国外へ販売すること（または、外国人に販売すること）を

輸出といい、国内で町外へ販売すること（または、町外客に販売すること）を移出という。輸

移出は輸出と移出の合計である。 
 
○輸移入

町内産業や町民が財・サービスを国外から購入すること（または、国外で購入すること）を



 

 
 

○町内最終需要

家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的及び民間）及び

在庫純増の計。 
 

○町内需要合計

中間需要と町内最終需要の計。 
 
○町内生産額

最終需要を満たすために、町内の各産業によって生み出された財・サービスの生産額。 
 

○投入係数

ある産業が財・サービスを 単位生産するために必要な各産業からの原材料等の投入額の割

合を示す係数。 
 

○特化係数

町内特定産業の生産額の産業別構成比を北海道など他地域の当該産業生産額の産業別構成比

で除したもので、その値が より大きければその産業が本町に特化していることを示し、逆に

より小さければ相対的にその産業の特化性が低いことを示す。 
 

ナ行

 
○内生部門

財・サービスが原材料や燃料などの中間生産物として産業間で取引される部門（中間需要、

中間投入）。 
 

マ行

 
○民間消費支出

家計消費支出と私立学校、宗教団体、労働組合などの対家計民間非営利サービス生産者の消

費支出。 
 

ヤ行

 
○輸移出

町内で生産された財・サービスを国外へ販売すること（または、外国人に販売すること）を

輸出といい、国内で町外へ販売すること（または、町外客に販売すること）を移出という。輸

移出は輸出と移出の合計である。 
 
○輸移入

町内産業や町民が財・サービスを国外から購入すること（または、国外で購入すること）を

 

 
 

輸入といい、国内で町外から購入すること（または、町外で購入すること）を移入という。輸

移入は輸入と移入の合計である。最終需要部門にはマイナスで計上される控除項目である。 
 

○輸移入誘発依存度

輸移入誘発額に占める最終需要項目別の構成比であり、各産業の輸移入がどの最終需要に依

存しているかを表す。 
 

○輸移入誘発額（※）

最終需要は町内生産によってのみ満たされるのではなく、一部は輸移入に頼っている。最終

需要によって生産が誘発されると、それに伴い輸移入も誘発される。輸移入誘発額は最終需要

のうちどの部門が各産業の輸移入額をどれだけ誘発したかをみるものであり、生産誘発額に輸

移入品投入係数を乗じたものに、それぞれ対応する最終需要部門の直接輸移入額を加えて求め

る。また、最終需要項目別の輸移入誘発額を各産業部門別に合計したものは、当該産業部門の

輸移入額と一致する。 
 

○輸移入誘発係数（※）

最終需要項目別輸移入誘発額をそれぞれ対応する最終需要部門の合計額（産業連関表の列和）

で除して求めた比率であり、最終需要項目の合計が 単位増加した場合における、各産業部門

の輸移入額の増加割合を示す。 
 

○輸移入率

町内需要に占める輸移入額の割合。 
 

※（※）印を付した用語の詳しい説明は、次ページ以下の「３．投入係数表、逆行列係数表を

除く各種係数表の概要」を参照して下さい。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

３．投入係数表、逆行列係数表を除く各種係数表の概要 
（１）最終需要項目別生産誘発額、生産誘発係数

各産業は中間需要及び最終需要を満たすために生産を行いますが、最終的には最終需要によ

ってその生産水準が決定されます。したがって、各産業部門の生産がどの最終需要によって支

えられているかをみれば、最終需要の変動に対する生産水準への影響を分析することができま

す。

「最終需要項目別生産誘発額」は、以上のような考え方にたって、最終需要のうちどの項目

が各産業の生産額をどれだけ誘発したかをみるもので、逆行列係数に最終需要額（行列）を乗

じて求めます。別海町の逆行列係数（B）は I－ΓA 型であり、町内生産品でまかなわれる町

内最終需要を ΓF、輸移出を E として図式化すれば次のようになります。

 
 
 
 
 
 
 
 

（ただし、m は内生部門数、n は最終需要の項目数） 
 
なお、「最終需要項目別生産誘発額」を各産業部門別に合計したものは、当該産業部門の町内

生産額と一致します。 
また、「生産誘発係数」は「最終需要項目別生産誘発額」をそれぞれ対応する最終需要項目の

合計額（産業連関表の列和）で除して求めた比率であり、最終需要項目の合計が 単位増加し

た場合における各産業部門の生産額の増加割合を示すものです。 
これを図式化すれば、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
となります。 
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た場合における各産業部門の生産額の増加割合を示すものです。 
これを図式化すれば、 
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（２）最終需要項目別粗付加価値誘発額、粗付加価値誘発係数

粗付加価値は生産活動に伴って産出されますが、産業連関表では生産は最終需要によって誘
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業の「最終需要項目別生産誘発額」にそれぞれの産業の粗付加価値率（粗付加価値額／生産額）

（V）を乗ずることによって求めます。 
このことを図によって示せば次のようになります。 
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（３）最終需要項目別輸移入誘発額、輸移入誘発係数

各産業は需要を満たすために生産を行いますが、全ての需要が町内生産に依存しているわけ

ではなく、その一部は輸移入に頼っています。 
輸移入された財・サービスは、生産のための原材料として消費されるか、直接最終需要にあ

てられるかのいずれかですが、生産は最終的には最終需要を満たすために行われることから、

輸移入も結局、最終需要が誘発したものと考えることができます。 
「最終需要項目別輸移入誘発額」は、最終需要の生産誘発額に輸移入品投入係数（輸移入係

数に投入係数を乗じたもの）を乗じたもの（これを中間需要部門における輸移入誘発額という）

に、それぞれ対応する最終需要部門の直接輸移入額（輸移入係数に部門別最終需要額を乗じた

もの）を加えて求めます。 
このことを図によって示せば次のようになります。 
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これを図式化すれば、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
となります。 
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（４）影響力係数と感応度係数

「逆行列係数表」の各列の数値は、その列部門に対する最終需要（すなわち、町内生産品に

対する需要）が 単位増加した場合に、各行部門において直接・間接に必要となる生産量を示

し、その合計（列和）はその列部門に対する最終需要 単位によって引き起こされる産業全体

に対する生産波及の大きさを表しています｡

この部門別の列和を列和全体の平均値で除した比率を求めると、それはどの列部門に対する

最終需要があったときに、産業全体に与える生産波及の影響が強いかという相対的な影響力を

表す指標となります。これが「影響力係数」と言われるもので、次の式によって計算されます。

 

部門別影響力係数 ＝
部門別逆行列係数表の列和

逆行列係数表の列和全体の平均値

＝Σibij／
１

𝑛𝑛ΣiΣjbij 

 
 

 
 

また、「逆行列係数表」の各行は表頭の列部門に対して最終需要がそれぞれ 単位増加したと

きに、その行部門において直接・間接に必要となる供給量を示しています。その部門別の行和

を行和全体の平均値で除した比率は、各列部門に最終需要がそれぞれ 単位増加したときに、

どの行部門が相対的に強い影響力を受けることになるかを表す指標となります。これが「感応

度係数」と言われるもので、次の式によって計算されます。

部門別感応度係数 ＝
部門別逆行列係数表の行和

逆行列係数表の行和全体の平均値

＝Σjbij／
１

𝑛𝑛ΣiΣjbij

n ：部門数

bij：逆行列係数表の要素

n ：部門数

bij：逆行列係数表の要素
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（参考）逆行列係数の考え方

本文 ページの表－ の投入係数表を使って経済構造を以下のように表し、逆行列係数の算

出方法を説明すると次のとおりです。 
 

 漁 業 製 造 業 サービス業 最終需要 生 産 額 
漁 業 X1 X2 X3 Y1 X1 

製 造 業 X1 X2 X3 Y2 X2 

サービス業 X1 X2 X3 Y3 X3 

粗付加価値 X1 X2 X3   
生 産 額 X1 X2 X3   

 
本文 ページの２（２）で説明したとおり、この表から次の つの式が成り立つことがわか

ります。

①

これらの式に最終需要（Y1～Y3）が与えられれば、各産業の生産額を求めることができます。

この例では部門数が少ないため、このような連立方程式を解くことも容易ですが、実際の産業

連関表では数十から数百の部門数があり、その都度、このような連立方程式を解くことは実際

的ではありません。 
そこで、①の式を行列表示すると次のようになります。 

＋ ＝ ②

ここで

投入係数の行列を 

＝ A

最終需要の列ベクトルを

＝ Y

 

X1 ＋ X2 ＋ X3 ＋ Y1 ＝ X1

X1 ＋ X2 ＋ X3 ＋ Y2 ＝ X2

X1 ＋ X2 ＋ X3 ＋ Y3 ＝ X3

X1 

X2 

X3 

Y1 

Y2 

Y3 

X1 

X2 

X3 

Y1 

Y2 

Y3 

 



 

 
 

生産額の列ベクトルを 
 

 ＝ X

 
 
とおくと

AX＋Y＝X ③

となります。これを X について解くと、

X－AX＝Y

I－A X＝Y

∴ X＝ I－A Y

となります。なお、I は単位行列、 I－A は I－A の逆行列です。

したがって、この I－A をあらかじめ計算しておくと、Y（最終需要）が与えられれば、容

易に X（生産額）を求めることができます。

実際に I－A を計算してみると、次のとおりです。

I－A ＝

この行列をもとに作成した表が次の「逆行列係数表」です。

 漁 業 製 造 業 サービス業 行 和 
漁 業 
製 造 業 
サービス業 
列 和 
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となります。なお、I は単位行列、 I－A は I－A の逆行列です。

したがって、この I－A をあらかじめ計算しておくと、Y（最終需要）が与えられれば、容

易に X（生産額）を求めることができます。

実際に I－A を計算してみると、次のとおりです。

I－A ＝

この行列をもとに作成した表が次の「逆行列係数表」です。

 漁 業 製 造 業 サービス業 行 和 
漁 業 
製 造 業 
サービス業 
列 和 

  

X1 

X2 

X3 

 

 
 

＜別海町産業連関表の逆行列係数＞

ここまでは説明を簡略化するため、「輸移入」が全くないモデルを用いてきましたが、実際の

産業連関分析では「輸移入」を考慮しなければなりません。

本町では、最終需要（Y）が外生部門として与えられ、輸移入（M）が町内総需要に比例して

いると仮定して「逆行列係数」を求めています。

次に、その「逆行列係数」の求め方を説明していきます。

最終需要（Y）を町内最終需要（F）と輸移出（E）とに分けると、需給バランス式は次のよ

うに表すことができます。

AX＋ F＋E －M＝X ④

ここで、輸移入は輸移出を除く町内総需要に比例していると仮定しているので、次の式が成

り立ちます。 

Mi＝mi AX i＋Fi （miは比例定数） ⑤

mi ＝
Mi 

AX i＋Fi

この miを輸移入係数と呼ぶことにします。 
さらに、mi を対角成分とする対角行列を M とおくと、⑤は 

M＝M AX＋F）

となります。

これを④に代入すると、

AX＋F＋E－M AX＋F ＝X

X－AX＋MAX＝F－MF＋E

I－ I－M A X＝ I－M F＋E

∴ X＝ I－ I－M A I－M F＋E

となります。

この I－ I－M A が「逆行列係数」であり、これをあらかじめ計算しておけば、町内最終

需要 F が与えられることにより、生産額 X を求めることができるようになります。

なお、本報告書では I－M を Γに置き換えて I－ΓA 型逆行列係数と表しています｡

^ 

^ 

^ 

^ ^ 

^ ^ 
^ ^ 

^ 
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対象数 回答数 回答率

民間

公営

全      体

４．本産業連関表作成に係るアンケート調査の概要 

 
（１）アンケート調査の対象・回収状況

 
○調査対象 

別海町に事業所を有する企業・団体 事業所（うち民間 事業所、公営 事業所） 
 
○調査方法 

郵送によるアンケート調査 
※アンケート調査の精度を高めるため、一部ヒアリング調査を実施 

 
○調査基準年 

平成 年 
 
○回収状況 
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平成 年 
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＜業種別回収状況＞

 
  全体 民間 公営 全体 民間 公営 全体 民間 公営

（注）対象数・回答数はアンケート調査票を送付した事業所数であり、複数の業種を営んでいる事業者に対しては
　 　 主要業種にのみ調査票を送付している。

飲食業

宿泊業

その他の対個人サービス業

合計

小売業

金融・保険業

不動産業

運輸業

情報・通信業

公務

製材・家具製造業

印刷業

石油・石炭製品製造業

窯業・土石製品製造業

金属製品製造業

一般機械器具製造業

部門
対象数 回答数 回答率

耕種農業

畜産

林業

漁業（水産養殖業を除く）

社会保障

その他の公共サービス

自動車整備業

その他の対事業所サービス

教育・研究

医療・保健

建築・土木

電力・ガス・熱供給業

水道・廃棄物処理業

卸売業

輸送用機械器具製造業

その他の製造業

畜産食料品製造業

水産食料品製造業

その他の飲食料品製造業

飼料・肥料製造業

水産養殖業

鉱業

ヒアリン
グ件数



 

 
 

（２）アンケート調査票

アンケート調査は、業種特性等を考慮し、業種別に以下の 種類の調査票（「別海町内産業

の経済活動に関するアンケート調査」）により実施。 
 

アンケート票の種類 
 対象業種 主たる対象 
１ 農業Ａ 調査対象：農業協同組合 
２ 農業Ｂ 調査対象：公営牧場等 
３ 漁業 調査対象：漁業協同組合 
４ 製造業Ａ 農産加工業 
５ 製造業Ｂ 水産加工業 
６ 製造業Ｃ その他製造業 
７ 建設業 土木、建築業 
８ 商業 卸売業、小売業 
９ 運輸業 道路旅客輸送業、道路貨物輸送業 

医療業  
サービス業 宿泊、飲食、対事業所サービス等 
その他 上記以外もしくは、業種が不明な事業所 

（上記各業種の共通項目で構成） 
 
各業種の共通項目で構成する「その他業種」向けの調査票は次のとおり。 

  



 

 
 

（２）アンケート調査票

アンケート調査は、業種特性等を考慮し、業種別に以下の 種類の調査票（「別海町内産業

の経済活動に関するアンケート調査」）により実施。 
 

アンケート票の種類 
 対象業種 主たる対象 
１ 農業Ａ 調査対象：農業協同組合 
２ 農業Ｂ 調査対象：公営牧場等 
３ 漁業 調査対象：漁業協同組合 
４ 製造業Ａ 農産加工業 
５ 製造業Ｂ 水産加工業 
６ 製造業Ｃ その他製造業 
７ 建設業 土木、建築業 
８ 商業 卸売業、小売業 
９ 運輸業 道路旅客輸送業、道路貨物輸送業 

医療業  
サービス業 宿泊、飲食、対事業所サービス等 
その他 上記以外もしくは、業種が不明な事業所 

（上記各業種の共通項目で構成） 
 
各業種の共通項目で構成する「その他業種」向けの調査票は次のとおり。 

  

別海町内産業の経済活動に関するアンケート調査票（その他産業）

○貴事業所についてお伺いします。

貴事業所の名称

貴事業所の住所

本社所在地

貴事業所の事業内容

貴事業所の従業者数 人（うち、常用パート 人）

ご記入担当者の氏名 役職： お名前：

電話番号 （ ） －

メールアドレス

ご記入にあたってのお願い

○本アンケート票には、町内に所在する貴事業所の内容についてご回答ください。町内に本社、支社、

支店等が別に所在している場合であっても、貴事業所の内容のみを対象としてご回答ください。

○本社、本部で統括しており貴事業所の数値が不明な場合には、事業所や取引の規模等から推測して

おおよその数値を記入してください。

○貴事業所の取引先（販売・出荷先、仕入れ先）については、相手先が自社の本社、支社、支店等で

あっても対象となりますので、その内容をご記入ください。

○本アンケート回収後に内容確認のために問い合わせをさせていただくこともありますので、回答者

の方の連絡先をご記入くださいますようお願いします。

○ご回答いただきました内容は、統計処理を行いますので、個票の内容をそのまま公表することはあ

りません。また、今回のアンケート調査を行う目的以外では使用いたしません。

○ご記入いただきましたアンケート票は、平成２８年２月２９日（月）までにご投函ください。



 

 
 

 
 
  

問１．貴事業所における平成 年（平成 年 月 日～平成 年 月 日）の売上額及び「事業

種類」別の売上額を記入してください。なお、貴事業所決算の会計期間が 月～ 月ではない場合

には、平成 年を最も多く含む会計期間を記入してください。

平成 23 年の会計期間 平成 年 月 日～平成 年 月 日 
 

平成 23 年売上額（事業所全体） 千円 

（事業種類別の売上額）

事業種類NO 事業種類の内容 売上額 
事業種類１  千円 
事業種類２  千円 
事業種類３  千円 
事業種類４  千円 

その他の事業 千円 
 
 
問２．問１で回答いただいた各事業の販売先についてお伺いします。

（１）各事業の販売先について、下記の定義に基づき、「事業所」と「消費者」に分けてそれぞれの売

上額の割合をお答えください。

事業種類 NO 
貴事業所の生産物やサービスの販売先の内訳 

（事業所・消費者の割合） 
事業所 消費者 合計 

事業種類１ ％ ％ 100.0％ 
事業種類２ ％ ％ 100.0％ 
事業種類３ ％ ％ 100.0％ 
事業種類４ ％ ％ 100.0％ 

・事 業 所：貴事業所の生産物、サービスが、直接あるいは卸・小売を経由して、他の事業所

に販売され他の生産物の部品や原材料、エネルギー源等になっている場合。

・消 費 者：貴事業所の生産物、サービスが、直接あるいは小売を経由して、直接消費者に販

売される場合。

 



 

 
 

 
 
  

問１．貴事業所における平成 年（平成 年 月 日～平成 年 月 日）の売上額及び「事業

種類」別の売上額を記入してください。なお、貴事業所決算の会計期間が 月～ 月ではない場合

には、平成 年を最も多く含む会計期間を記入してください。

平成 23 年の会計期間 平成 年 月 日～平成 年 月 日 
 

平成 23 年売上額（事業所全体） 千円 

（事業種類別の売上額）

事業種類NO 事業種類の内容 売上額 
事業種類１  千円 
事業種類２  千円 
事業種類３  千円 
事業種類４  千円 

その他の事業 千円 
 
 
問２．問１で回答いただいた各事業の販売先についてお伺いします。

（１）各事業の販売先について、下記の定義に基づき、「事業所」と「消費者」に分けてそれぞれの売

上額の割合をお答えください。

事業種類 NO 
貴事業所の生産物やサービスの販売先の内訳 

（事業所・消費者の割合） 
事業所 消費者 合計 

事業種類１ ％ ％ 100.0％ 
事業種類２ ％ ％ 100.0％ 
事業種類３ ％ ％ 100.0％ 
事業種類４ ％ ％ 100.0％ 

・事 業 所：貴事業所の生産物、サービスが、直接あるいは卸・小売を経由して、他の事業所

に販売され他の生産物の部品や原材料、エネルギー源等になっている場合。

・消 費 者：貴事業所の生産物、サービスが、直接あるいは小売を経由して、直接消費者に販

売される場合。

 

 

 
 

 
 
 
  

（２）事業種類別の生産物やサービスの販売先の地域割合についてお答えください。卸・小売を経由し

て消費者に販売されており詳細が不明な場合でも、おおよその割合でお答えください。

事業種類NO 
出荷・販売先地域 

町内 
町外 

合計 
釧路根室管内 その他道内 その他国内 海外 

事業種類１ ％ ％ ％ ％ ％ 100.0％ 
事業種類２ ％ ％ ％ ％ ％ 100.0％ 
事業種類３ ％ ％ ％ ％ ％ 100.0％ 
事業種類４ ％ ％ ％ ％ ％ 100.0％ 

注：貴事業所の生産物やサービスの販売先が消費者の場合は消費者の居住地でお答えください。なお、

それが不明の場合には、感覚的な割合でかまいません。 
 
（３）（２）において販売先地域が「町内」の事業所の場合についてお伺いします。

「事業種類」ごとに売上額の大きい上位４業種とその割合を記入してください。なお、卸売業者

等を経由した場合であっても最終的な出荷・販売先の業種をお答えください。なお、「業種名」に

ついては末尾の業種コード表を参考にして記入してください。

 事業種類１ 事業種類２ 
業種名 構成比 業種名 構成比 

売上額１位  ％  ％ 
売上額２位  ％  ％ 
売上額３位  ％  ％ 
売上額４位  ％  ％ 

その他の業種 ％ その他の業種 ％ 
合 計 100.0％ 合 計 100.0％ 

 
 事業種類３ 事業種類４ 

業種名 構成比 業種名 構成比 
売上額１位  ％  ％ 
売上額２位  ％  ％ 
売上額３位  ％  ％ 
売上額４位  ％  ％ 

その他の業種 ％ その他の業種 ％ 
合 計 100.0％ 合 計 100.0％ 



 

 
 

 
 
  

問３．貴事業所の平成 年の支出についてお伺いします。

（１）平成 年会計期間（問１で回答いただいた期間）における貴事業所の支出額とその内訳をご記

入ください。

平成 年支出額（事業所全体） 千円

（支出額の内訳）

NO 支出項目 支出額 備考 

① 生産活動にかかる資材・製品、

燃料等の仕入額 千円 
（２）、（３）で詳細をお伺いし

ます。 
② 他の生産者等の生産物を卸販売

している場合の仕入額 千円 

③ 電気・ガス料金 千円  

④ 上下水道料金、廃棄物処理費用 千円  

⑤ 事務用品費 千円 
文具、コピー用紙、伝票用紙、
封筒、電卓、のり、クリップ等
の消耗品費 

⑥ サービス等への支払額 千円 
委託費、外注費、リース料、輸
送費、機械修理、自動車修理等。 
（４）で詳細をお伺いします。 

⑦ 出張旅費、会議費、福利厚生費 千円  

⑧ 給与・賃金・報酬などの人件費 千円 社会保険、雇用保険、各種手当

等を含む支給額ベースの額 

⑨ 減価償却費 千円  

⑩ 租税公課 千円 各種税金 

⑪ その他経費 千円  

 

損益 千円 売上額（問１）－支出額（上記

問３） 

 
注：１．サービス業に対する委託費、外注費に加え、サービス業以外に対する委託費、外注費について

も「⑥サービス等への支払額」に計上してください。 
２．建物の補修、設備機器の点検・補修、駐車場舗装の修繕等は①の仕入額に含めてください。新

築・増築の場合には問４の設備投資に記入してください。 
３．自動車や機械設備などの 10 万円以上の資本財の購入は、問４の設備投資に記入してください。



 

 
 

 
 
  

問３．貴事業所の平成 年の支出についてお伺いします。

（１）平成 年会計期間（問１で回答いただいた期間）における貴事業所の支出額とその内訳をご記

入ください。

平成 年支出額（事業所全体） 千円

（支出額の内訳）

NO 支出項目 支出額 備考 

① 生産活動にかかる資材・製品、

燃料等の仕入額 千円 
（２）、（３）で詳細をお伺いし

ます。 
② 他の生産者等の生産物を卸販売

している場合の仕入額 千円 

③ 電気・ガス料金 千円  

④ 上下水道料金、廃棄物処理費用 千円  

⑤ 事務用品費 千円 
文具、コピー用紙、伝票用紙、
封筒、電卓、のり、クリップ等
の消耗品費 

⑥ サービス等への支払額 千円 
委託費、外注費、リース料、輸
送費、機械修理、自動車修理等。 
（４）で詳細をお伺いします。 

⑦ 出張旅費、会議費、福利厚生費 千円  

⑧ 給与・賃金・報酬などの人件費 千円 社会保険、雇用保険、各種手当

等を含む支給額ベースの額 

⑨ 減価償却費 千円  

⑩ 租税公課 千円 各種税金 

⑪ その他経費 千円  

 

損益 千円 売上額（問１）－支出額（上記

問３） 

 
注：１．サービス業に対する委託費、外注費に加え、サービス業以外に対する委託費、外注費について

も「⑥サービス等への支払額」に計上してください。 
２．建物の補修、設備機器の点検・補修、駐車場舗装の修繕等は①の仕入額に含めてください。新

築・増築の場合には問４の設備投資に記入してください。 
３．自動車や機械設備などの 10 万円以上の資本財の購入は、問４の設備投資に記入してください。

 

 
 

 
 
  

（２）（１）で回答いただいた①「生産活動にかかる資材・製品、燃料等の仕入額」、②「他の生産者等

の生産物を卸販売している場合の仕入額」について、問１の「事業種類」別に区分して記入してく

ださい。

また、その内訳として「事業種類」別に金額の大きい品目上位５位までについて、仕入品等の名

称・業種コード・仕入総額に対する割合を記入してください。他の生産者等の生産物を卸販売して

いる場合には、その仕入品の名称・業種コード・仕入総額に占める割合をご記入ください。

なお、「業種コード」は、末尾の業種コード表を参照の上、該当するコード番号をご記入くださ

い。

（仕入額等）

事業種類 NO 生産活動にかかる資材・製品、燃料等の仕入額 
及び卸販売を行っている場合の製品仕入額 

事業種類１ 千円 
事業種類２ 千円 
事業種類３ 千円 
事業種類４ 千円 

（仕入額等の内訳）

 事業種類１ 事業種類２ 

仕入品等の名称 業種 
ｺｰﾄﾞ 

仕入額に 
占める割合 仕入品等の名称 業種 

ｺｰﾄﾞ 
仕入額に 

占める割合 
仕入品１   ％   ％ 
仕入品２   ％   ％ 
仕入品３   ％   ％ 
仕入品４   ％   ％ 
仕入品５   ％   ％ 
その他  ％  ％ 
合計  100.0％  100.0％ 

 
 事業種類３ 事業種類４ 

仕入品等の名称 業種 
ｺｰﾄﾞ 

仕入額に 
占める割合 仕入品等の名称 業種 

ｺｰﾄﾞ 
仕入額に 

占める割合 
仕入品１   ％   ％ 
仕入品２   ％   ％ 
仕入品３   ％   ％ 
仕入品４   ％   ％ 
仕入品５   ％   ％ 
その他  ％  ％ 
合計  100.0％  100.0％ 

 



 

 
 

 
 
 
 
  

（３）（２）で回答いただいた「事業種類」ごとの仕入品等それぞれについて、町内から仕入れている

割合をご記入ください。

事業種類１ 事業種類２ 事業種類３ 事業種類４ 

仕入品等 町内仕入
割合 仕入品等 町内仕入

割合 仕入品等 町内仕入
割合 仕入品等 町内仕入

割合 
仕入品１ ％ 仕入品１ ％ 仕入品１ ％ 仕入品１ ％ 
仕入品２ ％ 仕入品２ ％ 仕入品２ ％ 仕入品２ ％ 
仕入品３ ％ 仕入品３ ％ 仕入品３ ％ 仕入品３ ％ 
仕入品４ ％ 仕入品４ ％ 仕入品４ ％ 仕入品４ ％ 
仕入品５ ％ 仕入品５ ％ 仕入品５ ％ 仕入品５ ％ 

（４）貴事業所が提供を受けた「サービス等への支払額」（（１）の⑥）について、金額の大きいサービ

ス上位３位までの内容、サービス支払額全体に対する割合、町内事業所に対する発注割合をご記入

ください。なお、「サービスコード」については下記の表から該当する番号を選んで記入してくだ

さい。

平成 23 年のサービスへの支払額（（１）の⑥の金額） 千円 
 
 サービス支払額の内容 サービス

コード 
サービス支払額全体

に占める割合 町内発注割合 

サービス１   ％ ％ 
サービス２   ％ ％ 
サービス３   ％ ％ 
上記以外  ％ ％ 
合計  100.0％  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サービス支払額の内訳とコード 
サービス 
コード 内訳 

１ 家賃、不動産賃借料 
２ 輸送費 
３ 郵便、通信費 
４ 自動車修理費 
５ 機械修理費 
６ リース料、会計士・税理士等専門サービス料、清掃費、警備費等 
７ その他（上記以外の外注費またはコード番号が判断できない場合、回

答欄の「サービス支払額の内容」に具体的に記入してください） 
 

 



 

 
 

 
 
 
 
  

（３）（２）で回答いただいた「事業種類」ごとの仕入品等それぞれについて、町内から仕入れている

割合をご記入ください。

事業種類１ 事業種類２ 事業種類３ 事業種類４ 

仕入品等 町内仕入
割合 仕入品等 町内仕入

割合 仕入品等 町内仕入
割合 仕入品等 町内仕入

割合 
仕入品１ ％ 仕入品１ ％ 仕入品１ ％ 仕入品１ ％ 
仕入品２ ％ 仕入品２ ％ 仕入品２ ％ 仕入品２ ％ 
仕入品３ ％ 仕入品３ ％ 仕入品３ ％ 仕入品３ ％ 
仕入品４ ％ 仕入品４ ％ 仕入品４ ％ 仕入品４ ％ 
仕入品５ ％ 仕入品５ ％ 仕入品５ ％ 仕入品５ ％ 

（４）貴事業所が提供を受けた「サービス等への支払額」（（１）の⑥）について、金額の大きいサービ

ス上位３位までの内容、サービス支払額全体に対する割合、町内事業所に対する発注割合をご記入

ください。なお、「サービスコード」については下記の表から該当する番号を選んで記入してくだ

さい。

平成 23 年のサービスへの支払額（（１）の⑥の金額） 千円 
 
 サービス支払額の内容 サービス

コード 
サービス支払額全体

に占める割合 町内発注割合 

サービス１   ％ ％ 
サービス２   ％ ％ 
サービス３   ％ ％ 
上記以外  ％ ％ 
合計  100.0％  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サービス支払額の内訳とコード 
サービス 
コード 内訳 

１ 家賃、不動産賃借料 
２ 輸送費 
３ 郵便、通信費 
４ 自動車修理費 
５ 機械修理費 
６ リース料、会計士・税理士等専門サービス料、清掃費、警備費等 
７ その他（上記以外の外注費またはコード番号が判断できない場合、回

答欄の「サービス支払額の内容」に具体的に記入してください） 
 

 

問４．平成 年（会計期間）における貴事業所の別海町内での機械・設備・装置類・社有車・ソフト

ウエア等の購入、建物等の整備などの設備投資額について伺います。金額の大きい設備投資上位５

つまでについてお答えください。また、それぞれの購入先・発注先の町内割合についても記入して

ください。なお、機械や建物の修理、補修は含まれません。

平成 23 年の設備投資額（事業所全体） 千円

設備投資 NO 設備投資の種類 設備投資額
町内購入

・発注割合

１ 千円 ％

２ 千円 ％

３ 千円 ％

４ 千円 ％

５ 千円 ％

その他 千円 ％

注：設備投資とは、建物の整備のほか、耐用年数が 1 年以上の資本財であって単価が 10 万円以上の機

械、設備、装置類の購入をいいます。なお、単価が 10 万円以下であっても、一括購入した結果、

10 万円以上になる場合のものも含みます。

また、例えば、パソコン複数台を町内の電気屋さんで購入した場合の購入先は町内となります。



 

 
 

 
 
 

  

業種コード表
業種 
コード 業種名 主な生産品目、活動内容の例 

１ 耕種農業 米類、麦類、豆類、野菜、穀類、果物、花卉類等 
２ 畜産 生乳、と畜用家畜（肉牛、豚、肉鶏、羊）、鶏卵、羊毛、獣医業等 
３ 林業 育林、伐採、素材（丸太生産等）、狩猟、きのこ栽培等 
４ 漁業（水産養殖業を除く） さけ・ます、かれい、貝類、えび類、その他漁業（内水面漁業含む） 
５ 水産養殖業 うに、コンブ、ホタテ等養殖業 
６ 鉱業 砂利、採石等 
７ 畜産食料品製造業 乳製品、肉加工品等 
８ 水産食料品製造業 冷凍魚介、塩蔵魚介、燻製、瓶詰め、缶詰、練り製品等 
９ その他の飲食料品製造業 精米、製粉、菓子類、麺類、パン類、調味料、レトルト食品、惣菜、弁当、酒

類、清涼飲料、製氷等 
１０ 飼料・肥料製造業 飼料、有機質肥料（化学肥料は「その他の製造品」） 
１１ 製材・家具製造業 製材、合板、木材チップ、家具類、建具類 
１２ 印刷業 ちらし、広告、パンフレット、ポスター等印刷 
１３ 石油・石炭製品製造業 石油、ガソリン、軽油、重油等、舗装材料（アスファルト舗装混合材等） 
１４ 窯業・土石製品製造業 ガラス・陶磁器類、セメント製品、生コンクリート 
１５ 金属製品製造業 建設用金属製品、金属製容器、配管工事付属品、道具類等 
１６ 一般機械器具製造業 農業用機械・部品、産業用機械・部品、その他汎用機械等（機械修理・整備は

「対事業所サービス」） 
１７ 輸送用機械器具製造業 乗用車、トラック類、船舶製造、修理等（自動車の修理・整備は「対事業所サ

ービス」） 
１８ その他の製造業 繊維製品、紙製品、段ボール類、化学肥料、塗料、化学製品、石油・軽油等石

油製品、石炭製品、プラスチック製品、ゴム製品、革製品、鉄鋼製品、アルミ

ニウム等非鉄金属製品、電線・ケーブル等、配電盤・電球・パソコン・テレビ・

携帯電話等の電気製品・部品、各種分析器、カメラ等映像機器等 
１９ 建築・土木業 建築、土木、建築補修 
２０ 電力・ガス・熱供給業 電力、都市ガス供給（プロパンガス供給は「商業」） 
２１ 水道、廃棄物処理業 上水道、下水道、廃棄物処理業 
２２ 卸売業 卸売業（卸売、市場、仲買、問屋、商社等） 
２３ 小売業 スーパー、食料品・電化製品・衣類等の専門店等 
２４ 金融・保険業 銀行、信用金庫、郵便貯金、組合の金融事業、生命保険、損害保険、簡易生命

保険（国民健康保険、厚生年金保険、介護保険等は「社会保険」） 
２５ 不動産業 建物・土地売買業、住宅・事務所賃貸、不動産仲介、不動産管理、駐車場業 
２６ 運輸業 バス、タクシー、自動車貨物、鉄道貨物、船舶輸送、航空機輸送、航空施設管

理、倉庫、旅行代理業等 
２７ 情報・通信業 郵便業、インターネット付随サービス、公共・民間放送、新聞、出版等 
２８ 公務 国の出先機関（自衛隊含む）、道の出先機関、別海町 
２９ 教育・研究 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、郷土資料館、技能訓練、公的試験

研究機関 
３０ 医療・保健 病院、診療所、保健所、保健センター 
３１ 社会保障 保育所、児童・高齢者、障害者福祉施設、国民健康保険、厚生年金保険、介護

保険等 
３２ その他の公共サービス業 組合・商工会等の経済団体、政治団体、宗教団体、公民館等集会場 
３３ 自動車整備業 トラック等大型車、自家用車、社用車等の点検・整備・修理 
３４ その他の対事業所サービス業 機械修理、電気機械修理、自動車賃貸（レンタカー）、物品賃貸、重機賃貸、計

量証明、清掃業、税理士・会計事務所、警備等 
３５ 飲食業 食堂、レストラン、喫茶店、居酒屋、スナック等（ホテル等のレストランを含

む） 
３６ 宿泊業 ホテル、旅館（ホテル等のレストラン部門は「飲食業」、土産等の物販は「商業」） 
３７ その他の対個人サービス業 娯楽施設、スポーツ施設、洗濯、理美容、冠婚葬祭、造園、写真等 
３８ 事務用品 文具、コピー用紙、伝票用紙、封筒、電卓、のり、クリップ等 

 



 

 
 

 
 
 

  

業種コード表
業種 
コード 業種名 主な生産品目、活動内容の例 
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３ 林業 育林、伐採、素材（丸太生産等）、狩猟、きのこ栽培等 
４ 漁業（水産養殖業を除く） さけ・ます、かれい、貝類、えび類、その他漁業（内水面漁業含む） 
５ 水産養殖業 うに、コンブ、ホタテ等養殖業 
６ 鉱業 砂利、採石等 
７ 畜産食料品製造業 乳製品、肉加工品等 
８ 水産食料品製造業 冷凍魚介、塩蔵魚介、燻製、瓶詰め、缶詰、練り製品等 
９ その他の飲食料品製造業 精米、製粉、菓子類、麺類、パン類、調味料、レトルト食品、惣菜、弁当、酒

類、清涼飲料、製氷等 
１０ 飼料・肥料製造業 飼料、有機質肥料（化学肥料は「その他の製造品」） 
１１ 製材・家具製造業 製材、合板、木材チップ、家具類、建具類 
１２ 印刷業 ちらし、広告、パンフレット、ポスター等印刷 
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携帯電話等の電気製品・部品、各種分析器、カメラ等映像機器等 
１９ 建築・土木業 建築、土木、建築補修 
２０ 電力・ガス・熱供給業 電力、都市ガス供給（プロパンガス供給は「商業」） 
２１ 水道、廃棄物処理業 上水道、下水道、廃棄物処理業 
２２ 卸売業 卸売業（卸売、市場、仲買、問屋、商社等） 
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２５ 不動産業 建物・土地売買業、住宅・事務所賃貸、不動産仲介、不動産管理、駐車場業 
２６ 運輸業 バス、タクシー、自動車貨物、鉄道貨物、船舶輸送、航空機輸送、航空施設管
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２９ 教育・研究 幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、郷土資料館、技能訓練、公的試験
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３１ 社会保障 保育所、児童・高齢者、障害者福祉施設、国民健康保険、厚生年金保険、介護

保険等 
３２ その他の公共サービス業 組合・商工会等の経済団体、政治団体、宗教団体、公民館等集会場 
３３ 自動車整備業 トラック等大型車、自家用車、社用車等の点検・整備・修理 
３４ その他の対事業所サービス業 機械修理、電気機械修理、自動車賃貸（レンタカー）、物品賃貸、重機賃貸、計
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５．別海町産業連関検討会の概要 
 
本産業連関表は、別海町から釧路公立大学地域経済研究センターに委託し、新たに設置した有

識者と関係者による「別海町産業連関検討会」における議論を経て作成しています。 
検討会のメンバーは以下のとおりです。 

 

氏 名 所 属 

釧路公立大学

地域経済研究

センターにお

ける位置付け 

石森 裕章 大地みらい信用金庫 別海支店長 客員研究員 

遠藤 洋寿 別海町商工会 経営指導員  客員研究員 

佐野 修久 釧路公立大学 地域経済研究センター長・教授 センター長 

下山 朗 釧路公立大学 経済学部准教授 学内研究員 

山口 寿 北海道中小企業家同友会 くしろ支部別海地区会長  客員研究員 

＜事務局＞ 

川畑 智明 別海町産業振興部商工観光課 課長 

堀込 美穂 別海町産業振興部商工観光課 主査 

中河 恵太 別海町産業振興部商工観光課 主事 

松田 伊佐央 釧路公立大学地域経済研究センター 主査 

照井 秋子 釧路公立大学地域経済研究センター 

富田 学 ㈱北海道二十一世紀総合研究所調査研究部 主任研究員 

三上 知也 ㈱北海道二十一世紀総合研究所 専任研究員 

（注）事務局を除くメンバーは五十音順。 
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